
商 工 農 水 部 
 

新年度予算における基本的な方針 
景気の動向については、世界同時不況から緩やかながらも徐々に回復している
ものの、依然として不透明な状況が続いており、本市の中小企業をはじめとする
地域産業の経営環境はたいへん厳しいものがある。 
このような中、工業振興については、臨海部コンビナート立地企業と行政が一
体となった協議の場を活用し、企業の競争力強化につなげるとともに、高付加価
値型産業への転換や研究開発機能の強化、これを支える高度な技術者・研究者の
集積を進め、新たな設備投資を促進するための支援を講じ、本市産業の持続的な
発展を図っていく。 
商業振興については、中心市街地活性化の拠点施設であるすわ公園交流館の市
民企画等の充実や歩行者天国事業に引き続き取り組むとともに、商店街の魅力を
高めるための支援や空店舗への出店を支援するなど、中心市街地の新たな魅力や
にぎわいの創出を図るとともに、多様な観光資源を活用して、四日市の魅力を市
内外に積極的かつ効果的に情報発信していく。 
商工業の活性化を通じて、雇用の場の創出に努め、障害のある人や高齢者等の
就労支援や若年者の就労意欲の形成促進などに取り組むとともに、ハローワーク
や商工会議所等との連携強化により、求職者の早期就業に向けた取り組みを進め
ていく。 
農水畜産業については、農地の保全とその活用を図るため、農地の担い手とな
る新規就農者や企業、ＮＰＯなどの育成･確保に力を入れるとともに、認定農家
等中核農家についても６次産業化など経営の多角化を奨励していく。また、耕作
放棄地全体調査結果を活用して農地の斡旋・活用を進めていく。 
ＴＰＰへの参加等農業を取り巻く環境が厳しくなることが予想されることか
ら、農家経営の基礎的体力を強化すべく、地産地消による生産活動の活性化を図
る。生産者と消費者との交流や学校給食への地元農産物の利用などを進め、市民
への地元農産物のＰＲやその利用の拡大を進め、販路の確保を図る。 
一方、平成 23 年度から戸別所得補償制度が本格実施となり、対象作物が畑作
物にも拡大されることにより、水田経営のみならず畑作物も含めた複合的な経営
への転換に向けて、関係機関と緊密な連携をとり新制度の円滑な実施を図ってい
く。 
 
１．臨海部コンビナート地区の競争力強化及び高付加価値型産業構造への転換に
ついて 

 臨海部工業地帯有効活用事業を新規に創設し、臨海部コンビナート地区の競争
力強化を図る。また、企業立地奨励制度や民間研究所立地奨励制度により、既存
事業者や新規立地企業の設備投資の促進と研究開発機能の充実を図るとともに、



産業の高度化を担う人材の育成支援や次世代産業の研究開発支援を行う。 
 
【主な事業】臨海部工業地帯有効活用事業       １６，０００千円 

企業立地奨励金             ６３２，０００千円 
民間研究所立地奨励金           ７，９２０千円 

       燃料電池・水素関連開発補助金       ７，５００千円 
 
２．中小企業支援について 
中小企業による新製品・新技術開発や企業人材の確保、販路拡大などを支援し、
中小企業のものづくりへの活力を高める。 
また、現下の厳しい経済状況を受け、中小企業に対する融資制度の更なる充実
を図っていく。 
 

 【主な事業】 中小企業ものづくり活力創造事業          ５，３５６千円 
中小企業新規産業創出事業              ８，３１９千円 

        産学連携推進事業             ３，３００千円 
        中小企業向け各種制度融資     ２，１２１，９３４千円 
        保証料補給金              ２４，３７０千円 

 
３．中心市街地の活性化について 
中心市街地の活性化に向け、新たな魅力づくりを展開している商業者への支援、
商店街やすわ公園交流館における活性化に向けた取り組みを継続的に行うこと
によって、来街者の増加及びその回遊性を高め、新たな魅力とにぎわいの創出を
図る。 
 
 【主な事業】 すわ公園交流館管理運営事業       １４，５０７千円 

近鉄四日市駅西開発整備事業         ５２，９０４千円 
商店街空店舗活用支援事業         ２，９００千円 
商店街活性化イベント事業         ７，６００千円  
商店街魅力アップ事業           ２，６００千円 
 

４．雇用対策について 
    雇用のミスマッチの解消や早期離職等の対策として、市内の高校が実施する

産業現場実習（インターンシップ）への助成や就労コーディネーターによる就
労困難者の早期就労支援への対応、若年者就労支援事業を国からの委託を受け
て実施する団体に対する支援などに取り組む。 

    障害者雇用を促進するため、知的障害者就労支援講座やジョブサポーターの
派遣を行うとともに、障害のある人を雇用する事業所に対して障害者雇用奨励
金やトライアル雇用奨励金の支給、知的障害者の産業現場実習を受け入れた事



業所への助成を行う。 
       また、就職につながり易い資格を取得する求職者に対し、引き続き経費の助成

を行う。 
     

【主な事業】 就労促進事業               ３，０００千円 
        就労コーディネーター事業         ２，８２６千円 

障害者雇用奨励事業              ２，４００千円 
   就労対策事業               ４，９３０千円 
 
５．観光推進について 
本市の代表的なイベントである「大四日市まつり」について、市民参加のまつ
りとして企画し実施する。また、夏の風物詩として定着した「四日市花火大会」
を引き続き開催する。「四日市サイクル・スポーツ・フェスティバル」では、競
技開催とともに市民が自転車の楽しさを体感できる機会を充実し、本市がサイク
ルスポーツの拠点となるべく取り組んでいく。 
さらに、コンベンション機能を推進するために、開催経費の助成などにより開
催誘致を進める。 
 
【主な事業】 大四日市まつり事業              １９，５００千円 
             四日市花火大会事業              ２１，５００千円 

四日市サイクル・スポーツ・フェスティバル事業  
         ２４，０００千円 

        コンベンション機能推進事業        ３，６５５千円 
        観光対策推進事業            １３，２３３千円 
 
６．優良農地の保全と地産地消について 
耕作放棄地の解消に重点的に取り組む。新規就農者や農業参入を目指す企業

の初期投資に対する支援を行うとともに、市民菜園を開設する NPO 等に対する
経費助成を行いながら農地の担い手の育成し、農地の保全・活用を図る。 
一方、ＴＰＰ参加等国内農業を取り巻く環境が厳しくなることが予想される

ことから、地産地消を積極的に推進し、生産者と消費者の交流を進める。 
さらに、農家経営の強化を図るため、生産物の付加価値を高めたり自家農産
物のブランド化を図る取り組みを支援する。また、担い手となる中核的農家が
いない地域が集落ぐるみで行なう経営に伴う施設整備を支援する。 
 
【主な事業】  優良農地保全事業          ６，２５７千円 

         地産地消推進事業          １，６９０千円 
         担い手農家育成支援事業       ４，８００千円 
 



７．有害鳥獣対策について 
  有害鳥獣による農作物への被害が深刻化しており、また、被害発生区域も拡
大していることから追い払いや防護柵設置など被害防止への支援を行うととも
に、捕獲駆除活動への助成を行う。また、サルの行動調査を実施し、情報を提供
することで効果的な被害防止に繋げる。 
 

【主な事業】 有害鳥獣捕獲事業                ３９０千円 
        有害鳥獣異常発生対策事業         ３，６２２千円 
 
８．農業生産基盤の整備について 
農作業の効率化・省力化を図るため、ほ場・農道等の施設整備を行い農家経営
の強化・安定化を進める。また、老朽化した農業用施設の更新を行い、災害を未
然に防止するとともに農産物の安定生産を図る。 
 
【主な事業】 かんがい排水事業            ６５，０００千円 

 市単土地改良事業            ３２，２２１千円 
土地改良施設維持管理適正化事業     １３，３４５千円 

        南・北排水機場維持管理事業       １２，５６９千円 
 
９．農地・水・環境保全向上対策について 
 農地・農業用水等の資源の保全や農業生産における環境保全への取り組みを行
う団体に対し、活動を展開する地域の農地面積や環境に配慮し作付けした作物に
応じ支援する。 
 
【主な事業】 農地・水・環境保全向上対策事業     ９，６５７千円 

 
１０．漁業生産基盤の整備について 
磯津漁港の離岸堤及び養浜を整備することにより、背後地を自然災害等から守
る。 
 
【主な事業】 磯津漁港海岸保全整備事業         ７０，０００千円 

 
１１．豊かな海つくりについて 
 水産資源の保護育成と安定供給に資するため種苗放流を行い、漁獲の回復と
安定化を図る。また、漁業協同組合が行う漁場の漂流物除去への取組みを支援
し、漁場環境の改善を図る。 
  
【主な事業】 豊かな海つくり推進事業             ８５５千円 

ヨシエビ等種苗放流事業            ７４０千円 



沿岸漁業振興事業費                ７００千円 
 
１２．食肉センター食肉市場について 
消費者へ、より安全で高品質な食肉を供給するため、施設・設備の維持管理を
専門業者に委託するとともに、通常の維持管理・運転・衛生管理について（株）
三重県四日市畜産公社に委託する。また、汚水処理施設更新工事等を実施し、施
設の安全性の確保や安定稼動に努める。 
さらに、枝肉取引の適正化と流通の円滑化を図るため、卸売業者が実施する集
荷・販売対策事業を支援する。 
 
【主な事業】 食肉センター食肉市場施設整備事業    ２７，５００千円 

食肉センター食肉市場施設維持管理事業 １２２，５６８千円 
市場機能強化対策事業          ７７，９０２千円 

 
１３．競輪事業について 
本場開催は記念競輪を除いて通年ナイターを推進する。 
次世代トータリゼータシステム（車券発払機器関係）の導入や包括民間委託の
実施などによりファンサービスの充実や収益向上に努めるとともに、平成２２年
度に引き続き、競輪事業特別会計から一般会計への繰出金を予定する。 
また、検証委員会が事業運営に公費を投入しないという事業継続の前提条件を
引き続きチェックする。 
 

【主な内容】 一般会計繰出金            １００，０００千円 



  

 
 
１．目的 
臨海部コンビナート立地企業と行政が一体となった協議の場を活用し、企業の競争力
強化につながることを目的に企業活動に関する課題の検討を行い、臨海部工業地帯の企
業用地の有効活用に資するため、土地利用転換の課題である土壌汚染対策に対する支援
及び企業の共同施策への支援を行う。 
 
２．内容 
（１）臨海部企業土壌汚染対策推進補助制度 
・事業概要 
 臨海部工業地帯の企業用地の有効活用を図ることを目的に、土地利用転換の課題であ
る土壌汚染対策に対する支援を行う。 
・事業内容 
 企業が自主的に行う土壌汚染に関する調査・研究に対して補助 
  支援対象者：臨海部の工業専用地域に所在する民間事業者 
 
（２）臨海部企業共同施策支援事業 
・事業概要・内容 
 臨海部コンビナートの競争力強化に資することを目的に、ユーティリティ（工場の空
調設備、上下水・工業用水の送圧設備、循環水設備、エアー設備など生産に直結した設
備）の共有化や環境改善（土壌汚染対策、太陽光発電設備やスマートグリッドの導入な
ど）の共同実施などについて、異なる２社以上で取り組む施設整備等に対する支援を行
う。 
  支援対象者：臨海部の工業専用地域に所在する２社以上で取り組む民間事業者 
 
３．予算額 

 １６，０００千円  （財源内訳） 一般財源 １６，０００千円 
 （前年度 ０千円） 

 
 
 

（新）臨海部工業地帯有効活用事業 

担当 商工農水部 工業振興課  
須藤、渡辺 TEL 354-8178 



 

 

 
１．目的 
   中心市街地の魅力向上を図り、来街者の増加や回遊性を高めるため、「空
店舗活用」「イベント事業」などに対する支援に加え、「歩行者天国事業」を
継続し、もって中心市街地のにぎわいの創出に努める。 
 

２．内容 
(1)歩行者天国事業               ３，８００千円 
市道西町線の一部を歩行者天国とし、にぎわい空間を提供する。もって、
近鉄四日市駅西地区来街者の駅東地区への誘導を図り、回遊性を高めるこ
とによって中心市街地商店街のにぎわいを創出する。 
 
(2)商店街空店舗活用支援事業補助金       ２，９００千円 
商店街振興組合等が実施する新たな魅力ある店舗の誘致に対して支援
を行う。 
 
(3)商店街活性化イベント事業費補助金      ７，６００千円 
 来街者の増加はもとより、その回遊性を高めるために商店街等団体が
実施するイベントに対して支援を行う。 
 

  （4）商店街魅力アップ事業費補助金        ２，６００千円 
    商店街の魅力を向上させ、商店街の活性化を図るため、商店街団体及

びグループまたは高校生等が実施する新たな取り組みに対して支援を行
う。 

 
３．予算額   

１６，９００千円    (財源内訳) その他特財  ３，８００千円 
一般財源  １３，１００千円 

  （前年度 １１，６００千円） 
 
 
 
 

担当 商工農水部 商業観光課 
脊尾 ＴＥＬ 354-8176 

中心市街地活性化促進事業 



 

 

 

１．目的 
  雇用情勢が依然として厳しい中、若年者や高齢者、障害のある人などへの
就労支援を図るための事業を実施し、就労を促進する。 
 
２．内容 
(1)就職に直結しやすい資格取得を促進するほか、就労コーディネーターによ
り就労支援を行う。 
○求職者資格取得助成事業（３，４５０千円） 
 求職者の資格取得を支援し、早期就職につなげる。 
○就労コーディネーター事業（２，８２６千円） 

   若年者等の求職者に対し、就労コーディネーターを中心に求職の方法
や心構え等の助言を行うなど就労困難者への対応に取り組む。 

 
(2)障害者雇用を促進するため、ジョブサポーター派遣事業、知的障害者就労
支援事業を実施する。 
○ジョブサポーター派遣事業（３００千円） 

障害のある人の通勤時の支援など、就労面での支援を行うジョブサ
ポーターを委託により派遣し、就労支援に努める。 
○知的障害者就労支援事業（１８０千円） 
知的障害者を対象に就労支援講座を開催し、実技講習や職場体験を

通して、就労に必要な能力を習得する。 
 
(3)地域若者サポートステーション事業に対して、支援を行う。 
○若年者就労支援事業（１，０００千円） 

国からの委託を受け若年者就労支援にかかる事業（地域若者サポー
トステーション事業）を市内で実施する事業主体（ＮＰＯ等）に対し
て支援を行う。 

 
３．予算額 
   ７，７５６千円      (財源内訳) 一般財源 ７，７５６千円 
   （前年度 ７，８５６千円） 
 

 
         就労支援講座 担当 商工農水部 商業観光課 

片岡 ＴＥＬ 354-8175 

就 労 対 策 事 業 



 

 

 

 
１．目的 
   本市の観光推進（イメージアップ）に向けて、様々な魅力的資源を再確認
し、積極的かつ効果的に情報を発信していく。このため、魅力情報の発信手
法や取り組み（方針）について、具体的に検討・実施していく。 
 
２．内容 
(1)平成２３年度を観光施策元年と位置づけ、本市の魅力情報発信のあり方等
について、各分野からの意見を踏まえ具体的な検討を行うことにより、潜
在的な魅力の発掘も含めて本市独自の戦略等を確定し、施策に反映してい
く。 
○（仮称）四日市観光創出戦略会議（８７３千円） 

        有識者や各事業者等も交えて、具体的に検討する。 
 
(2)全国工場夜景サミット四日市大会の開催（１，０００千円） 

平成２２年度に川崎市で開催され、本市、室蘭市、北九州市も共催した
「全国工場夜景サミット」について、２３年度の大会を本市で開催する。 

 
(3)都市圏での大会等に参加する機会に合わせ、本市のイメージアップにつな
がる情報発信を行う団体に対して、その経費を支援し情報発信を促進する。 
○魅力発信支援事業（６００千円） 

 
 
３．予算額 
   ２，４７３千円      (財源内訳) 一般財源 ２，４７３千円 
  （前年度  ０千円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 商工農水部 商業観光課 
片岡 ＴＥＬ 354-8175 

（新）観光魅力発信事業 



 
 
 
１．目的 

農地の担い手となる農家の経営安定化への取組みの支援に加え、新規就農者や企
業参入、さらに市民やＮＰＯ等多様な担い手を育成･確保することによる農地の保
全・活用を図る。また、ＴＰＰ参加等国内農業への厳しい状況が予想されることか
ら、外圧等に左右されない体力のある農家経営を実現するため地産地消に力を入れ
ていく。 

 
２．内容 
 (1)優良農地保全事業                    ６，２５７千円 

耕作放棄地全体調査の結果を活用し、農地の復元を奨励し担い手や新規参入者へ
の斡旋を行なう。将来の担い手となる新規就農者への技術指導や初期投資支援を行
い、その育成を図る。また、市民菜園の開設を奨励し、市民による農地の保全、農
業とのふれあいの機会を創出する。 

   ●優良農地復元化事業、●新規就農者支援事業、●新規就農者技術支援事業、 
●企業等農業参入促進モデル事業、●市民菜園整備事業、●ｸﾞﾘｰﾝｼﾆｱｶﾚｯｼﾞ事業 
 

  
市民農園での施設の児童との交流       グリーンシニアカレッジでの現地指導 

 
 
 
 (2)地産地消推進事業                    １，６９０千円 
   農家と市民の交流を進め、地元農水畜産物の市民への周知を進めるとともに農業
への理解を深める取り組みを支援する。また、学校給食等への地元農産物の利用を
促進し、地産地消を通じた販路の開拓を進めるとともに、安全･安心な顔の見える生
産物を求める消費者にニーズに応えていく。  
●地産地消ふるさとの食推進事業、●学校給食等地産地消推進事業 

 

優良農地の保全と地産地消推進事業 



     
農家女性グループが行う郷土料理教室           茶工場の見学会 

 
 
(3)担い手農家育成支援事業                 ４，８００千円 
 品種登録や展示会への出展など、自家農産物の付加価値を高めたり積極的にＰＲ
を行なう取り組みを支援し、農家経営の安定化を図る。また、担い手となる農家の
いない集落が組織的に行なう営農を支援するため、既存施設の有効活用のための施
設整備費を補助し、集落営農の組織化を促進し集落内農地の保全を図る。 

   ●アグリビジネス支援事業、●営農組織育成強化事業 
 

  
品種登録を出願した新品種            即売会等への出店費助成 
(スターマイン・アルタイル)           

 
 
３．予算額 
    １２，７４７千円（財源内訳）   その他特財     ３３３千円 

（前年度 １２，３６５千円）    一般財源   １２，４１４千円 
 

担当 商工農水部 

 農水振興課 石田、古市、堀田 TEL ３５４－８１８０ 



 
 
 
１．目的 
    楠地区は、一級河川 鈴鹿川河川内に設置した樋管（集水管）により表面水、

伏流水を農業用に取水し、水稲栽培の盛んな地域である。近年、鈴鹿川の河床
低下や流況変化により、みず道が樋管から乖離し、水が安定的に取水出来ない
状況が続いている。 
安定的に農業用水を取水するため、本郷第１用水樋管、北一色用水樋管、小倉
第１用水樋管の延長整備を行い、生産性の向上と維持管理費の節減を図るもので
ある。 

 
２．内容 

本郷第１用水樋管φ９００ L=２００ｍ 延長工事 
 

３．予算額  ６５，０００千円（財源内訳）   県支出金   ３９，０００千円 
      （前年度     ０千円）       市  債   １９，７００千円 

一般財源     ６，３００千円 
 
 
 

かんがい排水事業（農山漁村活性化プロジェクト支援交付金） 

計  画  平  面  図 



 
 
 
 
１．目的 
施設の安全性確保や安定稼動に努めるため、次のとおり施設整備を行う。 

 
２．内容 
(1) 汚水処理施設ケーキホッパ更新工事       ８，９５０千円 

昭和 54 年に設置した汚水処理施設のケーキホッパ（鋼板製角型 3㎥）の更新
を図る。 

 
(2) プラットホーム床改修工事           ７，９５０千円 

プラットホームの塗り床面（約 290 ㎡）が剥離しており、作業性が悪いため
改修する。 

 
 (3) 製氷機更新工事                 ３，９００千円 

平成 11年に設置した製氷機（製氷能力 1,000kg/日）の更新を図る。 
 
 (4) 牛・豚部分肉カット室及び包装室換気対策工事   ２，８５０千円 

牛・豚部分肉カット室及び包装室内に湿気が溜まり、機器故障やカビ発生の
原因となるため、換気対策として各室 2台換気扇を設置する。 

 
 (5) 場内配管一部更新工事（給湯配管）        ２，３５０千円 

牛部分肉カット室洗浄用給湯配管が管詰まりを起こし、作業効率が悪いため、
専用配管及び給湯器 1台を設置する。 

 
３．予算額 
２６，０００千円  （財源内訳）市     債  ９，０００千円 

一般会計繰入金 １７，０００千円 
 
 
 
 
 担当 商工農水部 食肉センター食肉市場 

北上  TEL３５３－０２０９ 

食肉センター食肉市場施設整備事業 



環  境  部 

 
新年度予算における基本的な方針 
四日市公害の環境改善に取り組んできた貴重な経験を生かし、市民や市民活
動団体・事業者などあらゆる主体が協働して、「低炭素社会」「循環型社会」「自
然共生社会」「快適生活環境社会」の実現に向けた環境先進都市を目指さなけ
ればならない。そのための各種施策を推進する。 
また、大量生産・大量消費型社会経済活動により生じた大量の廃棄物等様々
な問題が生じており、これらの諸問題に対処するため、ごみ処理基本計画に
基づき、市民、事業者、行政が一体となって廃棄物の減量化及び資源化のさ
らなる推進を図る。 
さらに、老朽化した北部清掃工場を更新し、新たなごみ処理施設を整備す

るとともに、残容量が逼迫している南部埋立処分場の処理施設整備を進める。 
 

 

１．環境計画及び地球温暖化対策の推進について 
市民や市民活動団体・企業などあらゆる主体と協働した環境先進都市の実

現に向けて、環境に対する市民意識の高揚と環境に携わる方々の連係強化を
図るため、四日市市環境シンポジウムを開催する。また、家庭やオフィス等
事務所から排出される温室効果ガス抑制のため、家庭が行う新エネルギー設
備等の導入と中小企業が行う新エネルギー設備等の導入や省エネルギー設備
への更新に対しての支援を拡充する。 
 
  【主な事業】 環境計画推進事業            ２，３５９千円 

         緊急雇用創出事業            ５，０１２千円 

         新エネルギー導入等促進事業       ７，２００千円 

         中小企業新エネルギー導入等促進事業  ５５，０００千円 

 

２．環境教育と国際環境協力の推進について 
   市民の環境保全意識の高揚と環境保全活動の促進を図るため、生物多様性
など各種啓発事業を展開するとともに、これまでの環境改善に取り組んでき
た歴史と今の本市の環境を全国に情報発信する拠点として、公害に関する資
料館のあり方について検討する。また、本市と中国・天津市及び米国・ロン
グビーチ市の青少年を対象に環境交流学習を行う。さらに、我が国の公害防



止や環境保全に関する経験及び技術を、(財）国際環境技術移転研究センター
を拠点として、国際環境協力を推進する。 
 
  【主な事業】 環境学習センター事業         １９，８４４千円 

         次世代環境人材育成事業         ３，４８２千円 
         国際環境協力推進事業          ８，３８０千円 

 

３．公害防止対策の推進について 
環境の現状を把握するため、大気、水質、騒音･振動及び悪臭等の監視･測定
を行う。 
また、公害関係諸法令及び公害防止協定等に基づき、事業所に対する立入調
査を実施し、規制基準適合状況を把握するとともに、必要に応じて指導を行う。 
 
【主な事業】 大気汚染対策事業           ４２，６３０千円 

       水質汚濁対策事業            ７，２５５千円 

騒音・振動監視測定事業          １，８０８千円 

       悪臭監視測定事業            ２，０００千円 

 

４．公害健康被害者対策について 
  公害健康被害者が自立し、安心して生活できるよう、障害補償費、医療費
等の給付を行うとともに、転地療養、家庭療養指導等の公害保健福祉事業を
実施する。 
 
  【主な事業】 公害健康被害補償等事業       ７４８，９９８千円 

         公害保健福祉事業            ２，７９６千円 

 

５．環境保健対策について 
  健康被害予防事業として、１歳６カ月児、３歳児を対象としたアレルギー
健診及び３歳児、６歳児を対象とした呼吸器系疾患の調査を実施する。 
 
  【主な事業】 環境保健健康診査事業          ２，４８５千円 

         環境保健調査事業            ２，１４４千円 

 

６．ごみの減量化・資源化の推進について 
  紙、布、金属、びん、飲料缶、ペットボトル等の資源物の収集委託及び資源
化を行うとともに、広報や出前講座等や生ごみ処理機購入費の補助を通じて、



３Ｒ（排出抑制、再使用、再生利用）の啓発を進める。  
また、資源集団回収及びエコステーションを実施する団体の奨励、小売事業
者一体となって取り組むごみ減量リサイクル推進店の拡大を図り、市民、事業
者、行政が一体となった資源循環型のまちづくりを進める。 
 

【主な事業】 資源物処理事業           ３９２，９４３千円 

集団回収活動奨励費補助        １９，１００千円 

エコステーション設置促進事業      ４，０００千円 

 生ごみ処理機購入費補助事業       １，８００千円 

 

７．ごみ収集及び適正処理について 
  円滑なごみ収集を行うため、ごみ収集車両の更新を行うとともに、行革プ
ランに基づき、もやさないごみ収集の外部委託を進める。 
 

【主な事業】 ごみ処理一般管理経費        １４１，６１３千円 

       ごみ収集車両整備事業         ６７，５７７千円 

粗大ごみ戸別収集事業         ２０，６５７千円 

 

８．廃棄物対策について 
  廃棄物の不法投棄を防止するため、関係機関と連携して不法投棄パトロー
ルの実施、カメラによる監視、行為者に対する指導を行う。また、三重県と
連携して、産業廃棄物の不適正処理事案の早期解決に取り組むとともに、一
般廃棄物収集運搬事業者、自動車リサイクル法関連事業者の許認可、指導を
行い、事業者の育成に努める。 
 

【主な事業】 廃棄物対策事業            ２５，７５６千円 

 

９．し尿処理について 
  委託によるし尿の収集及び適正な処理を行う。 
 

【主な事業】 し尿処理施設管理運営事業       ３５，９９６千円 

         し尿収集運搬事業          ２４２，４９３千円 

         し尿陸上衛生処理事業         ２６，２８８千円 

 
10．清掃工場について 
清掃工場について 



（1）北部清掃工場の管理運営について 
北部清掃工場の管理運営を行い、もやすごみの焼却処理、焼却灰の資源化

委託を行うとともに、新総合ごみ処理施設が稼動するまで安定して稼動できる
よう計画的に修繕を行う。 
  なお、(財)三重県環境保全事業団の灰溶融事業の停止に伴い、焼却灰の処
理については、全量を民間事業者にセメント原料化や金属回収などの資源化
を委託する。 
 

【主な事業】 清掃工場管理運営費          ８７５，００４千円 

           施設修繕（オーバーホールを含む） ２７７，０００千円    

           焼却灰資源化委託         ３９９，２１０千円 

           管理運営             １９８，７９４千円 

 

（2）新総合ごみ処理施設の建設について 
  老朽化した北部清掃工場を更新し、平成２７年度中の稼動を目標に新たな
ごみ処理施設を整備する。平成２３年度は生活環境影響調査、用地取得等を
実施するとともに、事業者選定手手続きを進める。 
 
  【主な事業】 新総合ごみ処理施設整備事業   １，４９５，０５０千円 

 

 

11．埋立処分場について 
(1)南部埋立処分場の管理運営について 
  南部埋立処分場の管理運営を行い、もやさないごみの埋立処分を行う。 
南部埋立処分場の残容量が逼迫していることから、もやさないごみに含ま

れるプラスチック類の選別、資源化委託を行い、埋立処分量の減量と資源化
率の向上に取り組む。 
 
  【主な事業】 埋立処分場管理運営         １４３，９６４千円 

       （新）埋立処分場延命化事業      １７０，０００千円 

 

(2)南部埋立処分場の整備について 
  南部埋立処分場の容量を確保するため、引き続き第２期埋立地の容量拡大
を図るとともに、新たに第３期埋立地の整備を行う。また、汚水処理施設の
機能向上のための実施設計を行う。 
 



  【主な事業】 埋立処分場整備事業         １４０，０００千円 

 

12．斎場・墓地の管理運営について 
  北大谷斎場利用者の満足度向上を図るため、適正な運営に努めるとともに、
機能を維持するため計画的に修繕を行う。また、市営墓地の適正な管理に努
める。 
 

【主な事業】 北大谷斎場管理運営費        ２００，２６８千円  

      墓地管理運営事業           ２３，５４３千円 

 

 



 

 
 
１．目的 
  私たちの周りには、様々な生物が存在し、これを取り巻く大気、水、土壌などの自
然の構成要素との相互作用により、多様な生態系が形成され、私たちは、その恩恵に
より生存しています。 
このため、四日市の風土や文化を育む自然環境を次世代に確実に引き継ぐとともに、
自然の中で生き物に親しみ、生物多様性の重要性に気づく場づくりと市民との協働に
よる自然環境保全を推進します。 
 
２．内容 
  四日市市に残された貴重な自然海岸である吉崎海岸は昨年の夏に７年ぶりに産卵に
訪れたアカウミガメのほか、三重県の鳥であるシロチドリやハマヒルガオ、ハマボウ
フ、ハマエンドウなどの海浜植物の宝庫であるが、外来種の繁殖等により自然環境の
維持が危ぶまれている。この自然環境を将来に残していくため、市民との協働により
外来種の除草をはじめとした環境保全活動に取り組む。 
 

 
３．予算額   １，０００千円  （財源内訳） :一般財源  １，０００千円 
（前年度       ０千円）        
 
                                             
   

 

 

 

 

 

    【東屋周辺の様子】       【群生するハマヒルガオ】      【昨年孵化したアカウミガメ】 

                                        （撮影 朝日新聞） 

（新）吉崎海岸保全事業 

担当 環境部環境保全課 

    環境調整係 樋口 

    ℡ ３５４－８１８８ 



 

 

 

 
 
１．目的 
本市で発生したような公害を二度と繰り返されることがないよう、当時の貴重な裁
判や体験の記録並びに、改善に向けた市民、企業、行政の取り組みを紹介するととも
に、後世に確実に継承する。 
また、環境改善のまちづくりの中で得た知識や経験、技術を広く内外に情報発信す
ることにより、都市イメージの向上や公害防止・環境学習につなげ、環境先進都市と
して本市のシンボルとしていく。 
 
２．内容 
（１）８つの視点 
 
 
 
 
 
 
 
（２）基本コンセプト 

 

公害資料  環境学習  情報発信  環境活動 

過
去
を
知
り 

 過
去
か
ら
学
び 

 今
を
見
直
し 

 将
来
に
役
立
て
る 

 
 

３．予算額  １０，０００千円   （財源内訳）一般財源 １０，０００千円 
 （前年度       ０千円）           
 
【内訳】 
（１）基本構想策定業務委託             ９，４５０千円 
（２）公害に関する資料館あり方検討会運営費       ５５０千円 
 
 

   
 

 

(新)公害に関する資料館整備事業 

担当 環境部環境保全課 

       川森、樋口 

℡３５４－８１９２ 

未来につなげる 

資料展示・保存 
公害からの 

環境改善 
環境に配慮した 

まちづくり 

新たな課題を含めた 

環境学習 

世界を視野に入れた 

社会貢献 
環境と共存する 

産業振興 
情報発信による 

イメージ転換 

生物多様性を含めた 

環境保全 



 

 
 
１．目的 
  工場その他事業場における事業活動に伴って発生する悪臭について、必要な規制を
行い、悪臭防止対策を推進することにより、市民の生活環境を保全し、健康の保護に
資することを目的とする。 
 
 
２．内容 
現在、悪臭防止法では、物質濃度規制又は臭気指数規制（人間の嗅覚を用いて臭い
の程度を評価する規制）による方法で規制を行うこととされており、本市では前者の
物質濃度規制（特定悪臭物質 22 物質）にて規制を行っている。しかし、市内で発生し
ている悪臭苦情（平成 21 年度：49 件）は、規制対象外の物質によることが多く、そ
の苦情が解決しない状態にある。臭気を総体としてとらえる臭気指数規制では、特定
悪臭物質からの臭気の他に、物質濃度による規制では捕捉できない複合臭や未規制物
質による臭気も捕捉することができるという特徴がある。 
臭気指数規制への導入を検討するにあたり、平成 23 年度は臭気測定調査や現状把握
を行う。 
 
 

３．予算額   ２，０００千円  （財源内訳）:一般財源 ２，０００千円 
 （前年度     ８８０千円）         
 
 

 

 

 

 

臭気指数規制の導入の検討 

担当 環境部環境保全課 

   大気水質係 市川和、赤堀 

    ℡ ３５４－８１８９ 



 

 
 
１．目的 
  家庭での日常生活やオフィス等事務所からの温室効果ガスの排出を抑制するため、
新エネルギー等設備の導入や省エネルギー設備への更新が図られるよう、支援策を拡
充します。 
 
 
２．内容 
  地球温暖化対策の一環として温室効果ガス排出量の増加が著しい民生家庭部門・民
生業務部門からの削減を促すため、家庭が設置する新エネルギー等設備の設置につい
て、補助額の見直しと対象件数を拡大する。また、民生業務部門からの温室効果ガス
排出量の削減を促進するため、市内の中小企業が行う新エネルギー等設備の導入や省
エネルギー設備への更新等に対する経費の一部補助を行う。平成 23 年度については、
計画的なエネルギー削減に必要な省エネルギー診断にかかる経費の一部を補助とする
とともに、計画の実現に必要な省エネルギー設備については、空調設備、給湯用ボイ
ラー等を新たに補助対象とする。 
 
 

 

３．予算額  ６２，２００千円  （財源内訳） :一般財源 ６２，２００千円 
（前年度   ６，０００千円）              
 
【内訳】 
 （１）新エネルギー導入等促進事業             ７，２００千円 
 （２）中小企業新エネルギー導入等促進事業        ５５，０００千円 

地球温暖化対策事業 

担当 環境部環境保全課 

    環境調整係 樋口 

    ℡ ３５４－８１８８ 



 

 

 

１．目的 
  ライフスタイルの多様化に対応し、従来の市の資源収集や資源集団回収に加えて、
市民参加型の利用しやすい資源拠点回収システム（エコステーション）を構築し、
ごみの減量及び再資源化を推進する。 
 
２．内容 
（１）実施方法 
  特定非営利活動法人又は自治会その他公共的団体が、四日市市内の小売店舗の駐
車場又は商店街の店頭広場等の集客力のある場所で、不特定多数の市民を対象に、
月２回以上定期的に資源物を拠点回収するエコステーションに対し、回収量に応じ
て補助金を交付する。 

（２）補助対象品目 
  ・紙類（新聞紙・新聞チラシ、雑誌・雑紙、ダンボール、紙パック） 

・布、びん、アルミ缶及びスチール缶 
（すべての補助対象品目の回収を条件とする。） 

（３）補助金額 
 １ｋｇにつき４円 
 

３．予算額  ４，０００千円 （財源内訳）  一般財源 ４，０００千円 
 （前年度  ８，０００千円） 
 

【エコステーションの状況】 

                             

エコステーション設置促進事業費補助金 

担当 環境部生活環境課 

      前川、伊藤（慎） 

℡３５４－８１９２ 



南部埋立処分場の残容量推計
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１．目的 
本市では、毎年約３万㎥のもやさないごみが発生しており、南部埋立処分場で埋
立処分を行っている。また、過去に埋立処分したごみの一部（約 8,000㎥/年）を
三重県環境保全事業団の三田最終処分場に転送している。 
南部埋立処分場の残容量は、整備予定の第３期埋立地を含めて今年度末で 29 万
㎥になるとともに、三田最終処分場の満杯時期が迫り、平成 22 年度をもって受入
が終了する状況にあることから、将来の埋立容量の確保及び災害時に大量発生す
る災害廃棄物に備えるため埋立量の削減が喫緊の課題である。 
もやさないごみの約７割がプラスチックごみであることから、ＲＰＦ化（固形

燃料化）を主とした資源化を図ることにより、埋立容量の削減と資源化率の向上
を図る。 

     

２．内容 
平成 23 年度は、ストックヤードの整備及び約 5,000㎥の資源化委託を行い、平
成 24 年度以降は約 8,000㎥/年の資源化委託を行う。 

   平成 27 年度中の稼動を目標としている新総合ごみ処理施設では、もやさないご
みのプラスチック類の処理も可能となるため、平成 27 年度まで実施する。 
 

 
３．予算額  １７０，０００千円 （財源内訳） 一般財源 １７０，０００千円 
 （前年度        ０千円）  
       債務負担行為限度額 ８００，０００千円（平成２３～２７年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                

（新）埋立処分場延命化事業 

対 策 実 施

対策未実施

担当 環境部生活環境課 

      伊藤（博） 

℡３５４－８１９２



 

 

 

 

１．目的 

南部埋立処分場の第２期埋立地（残容量約 12 万㎥）の土堰堤を築造するとともに、
第３期埋立地（容量約 17 万㎥）の整備に着手し、逼迫する埋立処分場の容量の拡大
を図り、安定的なごみ処理を行う。 
 

２．内容 

現在、埋立中である第２期埋立地において、最終段の高さまで土堰堤を整備する。 

平成 26 年度には第２期埋立地での埋立が終了する予定であり、第３期埋立地の早

期整備のため、測量設計業務並びに用地取得を行う。 

汚水処理施設の機能向上のための実施設計を行う。 

 

 

３．予算額    １４０，０００千円   （財源内訳）市債    ８０，０００千円 

（前年度   ５６，３８５千円）        一般財源  ６０，０００千円 

 

 南部埋立処分場 エリア図               土堰堤築造工事 断面図  
  

 

               

 

 

 

 

 

 

                                   

                                   

埋立処分場整備事業 

担当 新ごみ処理施設整備課 

    早川、小林 

    ℡ ３５４－８３３３ 



【新総合ごみ処理施設建設スケジュール（案）】
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１．目的 

老朽化が進んでいる北部清掃工場に替わる新たな焼却施設や、不燃ごみ・粗大ご
みの破砕・選別処理を行うリサイクルセンター等を備えた総合的なごみ処理の拠点
として、平成 27 年度中の稼動を目標に「新総合ごみ処理施設」を整備する。 
「新総合ごみ処理施設」の整備により、安定したごみ処理を行うとともに、ごみ

の焼却により発生する熱エネルギーを最大限回収して発電等へ有効利用する等によ
り資源循環型システムの構築に資する。 

 

２．内容 

生活環境影響調査業務、事業者選定アドバイザリー業務、補償調査業務、不動産鑑

定評価、用地取得並びに物件移転補償 等 

 

３．予算額   1,495,050 千円   （財源内訳） 国庫支出金       9,475 千円 

 （前年度    397,241 千円）         市債       1,440,000 千円 

                     その他特財      2,027 千円 

                     一般財源       43,548 千円 

 

 

 

 

新総合ごみ処理施設整備事業 

担当 新ごみ処理施設整備課 

    早川、小林 

    ℡ ３５４－８３３３ 



                           

都 市 整 備 部 
 
新年度予算における基本的な方針 
総合計画に掲げる都市像「みんなが誇りを持てるまち四日市」を目指し、基
本目標「都市と環境が調和するまち」「誰もが自由に移動しやすい安全に暮ら
せるまち」の実現に向け、平成２３年度予算を編成した。 
限られた予算の中で市民の満足度を高めるため、快適な市民生活、経済活動
の活性化、安心安全のまちづくりの観点から重点的に取り組むべき基盤施設の
整備を選定するとともに、市民との協働の取り組みによる地域の整備や、整備
済みの道路・河川・公園等の維持管理経費の確保にも配慮した。 
 

１．均衡のとれた土地利用について 
都市計画マスタープランに基づき、適正な土地利用を誘導するとともに、住
宅団地の再生施策の検討や四日市広域緑の基本計画の検証に取り組み、都市機
能と自然環境の調和を図る。 
また、市民主体のまちづくり活動を促進するため、地区まちづくり構想等の
策定を支援するとともに、提案された構想を基に都市計画マスタープラン地域
地区別構想の策定を進める。 
 
【主な事業】 都市計画マスタープラン策定事業        ８,４９０千円 

       都市・景観計画策定費             ２,８５０千円 

       まちづくり活動支援事業            ５,１９０千円 

 

２．持続可能な交通体系の構築について 
人口減少・高齢社会に対応した持続可能な総合交通体系の構築に向けて、公
共交通機関を利用しやすい駅周辺の環境整備や、ＮＰＯが運営するバス路線の
支援、自転車を利用しやすい空間整備など、過度に車に依存しない交通環境づ
くりに努める。 
 

【主な事業】    近鉄四日市駅交通拠点化事業         １１,０００千円 

駅前周辺活性化事業              ７,０００千円 

ＪＲ四日市駅周辺活性化事業          ３,０００千円 

近鉄川原町駅付近連続立体交差事業負担金    ３６５,０００千円 

バス利用環境改善整備事業          ４９,８６１千円 

        ＮＰＯバス利用促進事業             ３,７００千円 

         気軽に自転車を活用できる空間整備事業     ５，７３８千円 



                           

                  （内 緊急雇用創出事業分  ５，２４３千円） 

     

 

３．建築基準法、都市計画法等に基づく業務について 
建築基準法等に基づき確認申請の審査及び検査等を適正に実施し、違反建築

物の防止に努め、建築物の安全性向上に努める。 
また、都市計画法等に基づき、開発許可申請及び建築許可申請等において適
正な許可処分を行い、良好な住環境を確保する。 
 

   【主な事業】    建築指導関係事務費                ９,６６９千円  

          開発審査関係事務費                   ２，６０１千円 

 

４．道路整備について 
快適な暮らしと産業活動を支える道路整備については、次の 6事業を柱とし

て実施する。 
（1）幹線道路の整備 
市民が快適に暮らせ、円滑に移動できるよう幹線道路を整備し、国県道と
ともに道路ネットワークを形成することで、市内の渋滞緩和を図る。 
 

【主な事業】  地方特定道路整備事業          １１０，０００千円 

         ＜下海老寺方線、日永東日野線、四日市関ケ原線＞ 

       社会資本整備総合交付金事業（道路）    １０，０００千円 

         ＜曽井尾平線＞ 

        道路改良単独事業             ５４，８２０千円 

         ＜泊小古曽線、大鐘１９号線、山田１０号線 他＞ 

 

（2）橋梁の整備 
大規模地震に対する備えとして馳出跨線橋の耐震補強の実施とともに、長

寿命化修繕計画の策定を進める。 
【主な事業】  社会資本整備総合交付金事業(橋梁）  １１５，０００千円 

橋梁整備単独事業             １６，０００千円 

 

（3）安心して通れる歩行空間づくり 
 歩行者・自転車利用者の視点に立った道路の改良を行うとともに、高齢
者や障害者にも配慮した人にやさしい歩行空間を形成するため、段差の解消
や、防護柵・カーブミラーなどの交通安全施設の整備・維持を行う。 
また、交通安全教育指導員により幼稚園・小中学校等で交通安全教育を実



                           

施する。 
 

【主な事業】  社会資本整備総合交付金事業（あんしん歩行空間整備事業）    

１００,０００千円 

人に優しい道路整備事業         ２８，０００千円 

自転車道整備事業             １２，０００千円 

                交通安全施設整備単独事業          ４８,５００千円 

 交通安全教育事業補助金           ４,８００千円 

 

（4）生活に身近な道路整備 
地域ニーズの高い生活道路を整備するため、地域が主体となって事業個所
を選定することにより、地域との協働によるまちづくりの推進を図る。 
 
【主な事業】   生活に身近な道路整備事業         ４９２,０００千円 

 

（5）狭あい道路対策 
良好な市街地形成、生活環境の改善を図るため、建築行為等の時期に合わ
せて道路後退用地の整備を行う。 
 
【主な事業】  狭あい道路対策事業                 １２７,７８６千円 

 

（6）道路の維持・再生 
    道路が安全・円滑・快適に通行できるよう適切な維持補修を図る。 
    特に、交通量が多く舗装面の損傷等が頻発している路線については、計
画的かつ大規模な再舗装を行い、耐用年数の延伸化と機能維持を図る。 

 
【主な事業】   道路維持修繕費                ２０５，６００千円 

        産業支援道路整備事業                 ５９，５００千円 

＜大沢中野線、下野保々線、日永八郷線＞ 

 生活拠点道路再生事業                 ２５，５００千円 

       ＜笹川１号線、垂坂１１号線、三重団地生桑線＞ 

 

５．土地区画整理事業について  
   ２地区について事業の早期完了に努める。 
   （1）末永・本郷地区（公共施行） 

平成２３年度中の換地処分に向け、必要な手続きを進める。 

 



                           

【主な事業】    末永・本郷土地区画整理事業           １１４，９２５千円 

 

（2）午起地区（組合施行） 
      事業終結に向け、道路等の公共施設の整備を進める。 

 

【主な事業】    午起土地区画整理事業                   ５０，７００千円 

 

６．公園・緑化事業について 
  都市の貴重な緑の空間の保全・創出を図るため南部丘陵公園、垂坂公園・羽津山

緑地の整備を引き続き進めるとともに、霞ヶ浦緑地内に寄贈を受ける宝くじ遊園の基

盤及び付帯施設の整備を行う。 

また、市民ボランティア団体の支援や街区公園リニューアルに関する事業を新設し、

地元のニーズを反映させることでより利用してもらえる公園にするとともに、市民団体
が行う里山保全等、緑の保全・創出への取り組みに対する支援を図る。 
 
 

     【主な事業】   南部丘陵公園整備事業                     ３４，０００千円 

垂坂公園・羽津山緑地整備事業            １７０,０００千円 

市民に親しまれる公園ボランティア支援事業      ４，０００千円 

地域活性化促進公園リフレッシュ事業           ６,０００千円 

里山保全事業                ３,８００千円 

花と緑いっぱい事業               ９,２７１千円 

 

７．河川事業について 
準用河川等の改修を引き続き実施するとともに、河川のネック点解消や河

川・溜池・排水路の適切な維持管理を行うなど、効率的な治水対策事業を展開
する。 
 
【主な事業】 準用河川改修事業                   ２３１，０００千円 

        ＜米洗川中流、朝明新川、萱生川＞ 

       普通河川平津川河川改良事業 ３０，０００千円 

          普通河川三鈴川河川改良事業        ２０，０００千円 

治水度ジャンプアップ事業              １０，０００千円 

 

 
８．道路等の管理業務について 
市民生活に直結した道路等（法定外公共物（里道、水路）を含む）行政財産



                           

の適正な管理を行う。 
 
【主な事業】  道路等の財産管理事業費          ８３，５２０千円 

                境界査定業務費                １３，０７６千円 

         

９．公共建築物等の整備について 
  公共建築物等の整備にあたり、維持経費を含む総費用の縮減、ユニバーサ
ルデザインへの配慮、環境負荷の低減、公共建築物の長寿命化に向けた具体
的な方策の検討を行い、誰もが使いよい公共建築等の整備を行う。 
 

【主な事業】  営繕事務費                 ３，２００千円 

 

１０．市営住宅整備事業について 
高齢者・障害者向けの改良や適切な維持管理により、既存市営住宅の有効活
用を図るとともに、住宅使用料の滞納整理を含め適切な入居管理を行う。 
また、耐震基準を満たしていない曙町市営住宅と浜町市営住宅を統合し、ユ
ニバーサルデザイン等にも配慮した建替えに向けた実施設計を行う。 
 

     【主な事業】    高齢者・障害者向け改良事業       ２０,０００千円 

曙町市営住宅建設事業費         ５４，０００千円 

市営住宅維持補修費         １２４，０３１千円 



 

 

１．目的 

県内最大の乗降客数を誇り、市内の路線バスや京阪への高速バス路線の起点となってい

る近鉄四日市駅を中心に、公共交通相互の乗り継ぎや公共公益施設、観光地への案内等を

わかり易く統一化されたデザインにより表示することで、市民や来訪者へのサービスを向

上させ都市空間の一層の高質化を図る。 

 

２．内容 

（１）サイン計画の策定 

近鉄四日市駅を中心に、鉄道とバス、タクシー、レンタサイクルなどが相互に円滑に乗

り継げるような環境整備と鉄道駅、病院・図書館・文化会館や公園、ララスクェア、一番

街などへの案内表示を年次的に実施するためのサイン計画を策定する。 

 

（２）情報拠点化事業 

近鉄四日市駅を中心に、相互に連絡する公共交通の案内表示や公共公益施設・観光地を

わかり易く案内する情報看板等の整備に着手する。 

 

３．予算額  １１，０００千円     （財源内訳）一般財源  １１，０００千円 

 

４．整備イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

（新）近鉄四日市駅交通拠点化事業 

担当 都市整備部都市計画課 

稲垣、伊藤 

℡ ３５４－８１９４ 

西予市 横浜市（横浜駅） 



 

 

１．目的 

鉄道駅を中心に公共交通を活用して、自動車に依存せずに歩いて暮らせる都市構造を実

現するため、駅の利用状況や周辺の土地利用などを踏まえ、駐輪場やバス・タクシーとの

連絡施設、パークアンドライド・キスアンドライドなどから必要な整備を進める。 

 

２．内容 

【西日野駅駅前広場詳細設計業務】 

高等学校への通学及び近傍の住宅団地からの通勤の起点となっている近鉄西日野駅にお

いて、バス等との連携の検討も含めた駅前広場の設計業務に着手する。 

 

３．予算額  ７，０００千円      （財源内訳） 市  債   ６，６００千円 

                         一般財源     ４００千円 

 

４．現況・整備イメージ 

 

 

 

 

 

  

 

 

    

 

（新）駅前周辺活性化事業 

担当 都市整備部都市計画課 

稲垣、伴 

℡ ３５４－８１９４ 

整備イメージ（広島電鉄・廿日市市役所前駅） 現  況 



 

 
 
１．目的 
「近鉄川原町駅付近連続立体交差事業」は、「三滝川河川改修事業」、「国道４７７号西
浦バイパス道路改良事業」と合わせて行う「近鉄川原町駅周辺総合整備事業」の中で施
行する事業であり、総合的に事業を行うことによって近鉄川原町駅周辺の一体感のある
まちづくり、地域の治水安全度の向上、踏切除却による自動車交通の円滑化等を効率的
に達成する。 
 
２．内容 
近鉄川原町駅付近連続立体交差事業は、平成１９年２月１９日に事業認可を受け、平
成１９年１１月から事業に着手している。平成２０年度より仮線の用地確保及び敷設を
進め、平成２２年９月に上り線を仮線に切替えた。平成２３年度には下り線を仮線に切
替える予定（平成２３年７月）である。 
 
３．予算額  ３６５，０００千円 （財源内訳）市  債   ３４６,７００千円 
 （前年度  ３７５，０００千円）      一般財源    １８,３００千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

担当 市街地整備・公園課 
      田  中  

   ℡ ３５４－８２００ 

近鉄川原町駅付近連続立体交差事業 

近鉄川原町駅付近連続立体交差事業 

三滝川河川改修事業 
国道４７７号西浦バイパス 

道路改良事業 

川原町駅 



 

 
１．目的 
 既存の都市機能を活用しつつ、商工業などの経済活動の活性化や円滑な都市
機能の強化を促進していくには、国、県道の広域道路ネットワークと連携した
市内の道路整備を行う必要があり、重点路線の整備を推進する。 
 
２．内容 
 市民の移動を安全で円滑にする道路整備を行い、また、市内幹線道路ネット
ワークを構築するため、東西道路の強化としての四日市関ヶ原線、曽井尾平線、
南北道路の強化としての泊小古曽線、下海老寺方線の整備を推進する。 
 
３．予算額  130,000 千円  （財源内訳）国庫支出金    5,500 千円 
 （前年度  583,000 千円）       市   債   103,500 千円 

一 般 財 源       21,000 千円 
 
泊小古曽線               下海老寺方線 
    南から望む               南から望む 
                    
 
 
 
 
 
 
 
 
             
 

事業路線 平成２３年度事業概要 事業完了年度 

四日市関ヶ原線 道路改良工事 平成２３年度 

曽井尾平線 詳細設計 平成２５年度 

泊小古曽線  予備設計 平成３３年度 

下海老寺方線 道路改良工事 平成２３年度 

日永東日野線 道路改良工事 平成２４年度 

 

道路新設改良事業 

担当 道路整備課    
    野呂、伊藤恒 
℡ ３５４－８２１２ 



 

 
１．目的 
 歩道整備事業は、「誰もが安心して快適に暮らせる歩行空間づくり」をコンセ
プトとして、道路の段差解消及び路肩や歩道の整備を行い、高齢者や障害者に
も配慮した歩行空間ネットワークの形成を図る。 
  
２．内容 
「あんしん歩行空間整備事業」では、平成２２年度より歩道が狭小で歩行者
の安全対策が急務となっている高松川越海岸線の歩道整備に着手し、引き続き
事業を実施する。また平成２３年度より道路幅員が狭隘で歩行者、車両ともに
通行に支障をきたしている霞ヶ浦羽津山線に着手する。 
 また、「人に優しい道路整備事業」では、東海道の歩行空間のカラー舗装を実
施する他、西阿倉川３０号線等の路肩及び歩道整備を行う。 
 
３．予算額  128,000 千円  （財源内訳）国庫支出金  55,000 千円 
 （前年度   60,000 千円） 市   債  40,500 千円 
 一 般 財 源  32,500 千円 
 

高松川越海岸線            霞ヶ浦羽津山線 
西から望む              東から望む 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
事業完了年度  
 高松川越海岸線 平成２４年度 
 霞ヶ浦羽津山線 平成２６年度 
 

担当 道路整備課 
    伊藤恒、山田 

℡ ３５４－８２１３ 

歩道整備事業 



 

 
 
１．目的 
市内には、大小約４００ヶ所以上の公園があり、その内、生活に身近な街区
公園が約３５０ヶ所占めており、自治会、公園愛護会など地域住民の方々によ
り清掃、除草などの美化活動や、花壇管理・育樹作業など、地域の公園として
愛着を持って活動が行われている。 
しかしながら、施設も老朽化が進み、また、少子高齢化や、市民の健康志向
の高まりなど公園の利用方法も多様化してきている。 
そのため、今回、地域活性化促進公園リフレッシュ事業を創設し、地域住民
と一緒に身近な公園のあり方を考え、より一層地域の意向が反映された公園整
備を進めることで、自らの街の財産として愛着を持っていただき、持続可能な
住民主体の管理運営へと繋げていく。 
 
２．内容 
地域行事（夏まつり、ラジオ体操など）や地域が整備する花壇や植栽帯に考
慮した遊具の配置換え、休憩施設の新設・増設 
高齢者や子育て世代を含めた誰もが利用しやすくするために公園出入り口の
バリアフリー化など 
 
３．予算額 6,000 千円     （財源内訳）一般財源 6,000 千円 
 
 
施工例（三重３号公園出入り口バリアフリー化） 
改良前（階段）            改良後 

（広場に影響の少ない箇所へスロープを設置） 

    
 

担当 市街地整備・公園課 
      川尻 
   ℡ ３５４－８１９７ 

（新）地域活性化促進公園リフレッシュ事業 



 
 
 

 
１．目的 
 
宝くじ遊園設置事業は、宝くじの普及宣伝事業として地域の福祉増進に寄与
することを目的に、（財）日本宝くじ協会が大型複合遊具の設置を行っているも
のである。 
今回、大型複合遊具が設置される霞ヶ浦緑地は、南ゾーンに四日市ドーム・
野球場・サッカー場などがあり、スポーツ施設の拠点として年間を通じて賑わ
いを見せているのに対し、北ゾーンではプール利用者で賑わう夏場を除き、全
体的に施設利用度は低いゾーンとなっている。 
今回、北ゾーンに大型複合遊具が設置されることにより、子供たちに新しい
タイプの冒険遊びができる場を提供することができ、家族連れを中心とした利
用者の増加が期待される。そのため、遊具設置に伴い必要となる駐車場の増設
などの周辺施設の整備を行う。 
 
２．内容 
【調査・設計】 
トイレ改修設計業務     １式       

【整備工事】 
敷地整備    ４，０００㎡     芝生復旧工   １，３００㎡ 
舗装工       ２００㎡     駐車場整備   １，２５０㎡ 
トイレ改修     １箇所      案内看板      １式 
 

３．予算額  50,100 千円     （財源内訳） 市  債  27,600 千円 
一般財源  22,500 千円 

 
   霞ヶ浦緑地（北ゾーン） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

公園緑地整備単独事業 
（宝くじ遊園設置事業） 

駐車場整備予定箇所 

トイレ改修予定箇所 

担当 市街地整備・公園課 
      川尻 
   ℡ ３５４－８１９７ 

宝くじ遊園予定区域 
・敷地整備、芝生復旧工ほか

整備工事予定箇所 



 

 
 
１．目的 
 市民の生命、財産を守る治水事業を行っていく上で、重要な事業である準用河川改修
事業において、特に改修の必要な３河川に事業費を集中し、自然環境の保全に留意しな
がら、治水安全度の向上を図るものである。 
 
２．内容 
 平成 23 年度は、前年度に引き続き事業進捗を図るもので、朝明新川では築堤・護岸の
整備による河川断面の拡幅を行う。 
 萱生川では、築堤・護岸の整備を行うことにより懸案となっていた三岐鉄道横断部の
ネック点が解消されることとなる。 
 また、米洗川では、近鉄名古屋線軌道下部及び近接上下流部の築堤・護岸の整備によ
る河川断面の流下能力向上を図る。 
 
３．予算額    231,000 千円  （財源内訳）国庫支出金     77,000 千円 
 （前年度    237,000 千円）       市  債     146,300 千円 
                       一般財源       7,700 千円 
                        
                        
     準用河川米洗川築堤・護岸 

 

担当 都市整備部河川排水課 
      市川 
   ℡ ３５４－８２１６ 

準 用 河 川 改 修 事 業 



 

 

 
１．目的 
  耐震基準を満たしていない老朽市営住宅を建て替えることにより、社会ニーズに対
応した市営住宅の供給を推進する。 
 
２．内容 
  市が管理する市営住宅の中で、耐震基準を満たしていない曙町市営住宅と浜町市営住
宅を統合し、曙町市営住宅の敷地において平成２７年度完成を目指し、鉄筋コンクリート造５

階建て２棟の建て替え行う。平成２３年度は下記の委託業務を行う。 
  ２３年度予定事業 
  ・設計業務委託       
  予算額  ５４，０００千円（財源内訳）  その他特財  ５４，０００千円 
   
基本方針 

  （１）市営住宅  ９０戸 
           高齢者や障害者等に対応したユニバーサルデザインを導入する。 
  （２）共同施設  駐車場、集会所、緑地等 
  （３）整備方針  入居者に仮移転をしてもらうことなく、敷地や周辺の環境を勘

案した建て替えを行う。 
３．配置計画 

 
担当 都市整備部市営住宅課 
       打田 
   ℡ ３５４－８２１９ 

（新）曙町市営住宅建替事業 

１棟目 

２棟目 

駐車場 

駐車場

JR 

 

JR 

現 況 配置計画図（案）

      市営           県営   

緑地 



会 計 管 理 室 
 

新年度予算における基本的な方針 
法令・規則等に基づいた厳正な会計事務の執行を推進するため、研修の実施

や会計実務にかかる情報提供など、各所属において会計事務が正確に処理さ

れるよう支援を行う｡ 

また、公金管理では、安全性を最優先とした適正な管理が求められていること

から、本市の公金保管の基本的指針である「四日市市資金管理運用方針」に沿

って、金融動向に十分に留意し、安全性を第一に流動性を確保した上で効率的

な運用を行い、歳入確保に努める｡ 

 

１．会計管理事業について 

適正な会計事務の執行について、市民から信頼されるように一層の取組みが

求められている中で、厳正な事務処理の確保に向けて、所属長や実務担当者を

対象とした会計事務研修を実施する。こうした研修を通して職員の会計知識の向

上と法令遵守の意識の醸成を図り、公金支払事務の迅速化を推進する。 

また、会計実務に関する相談・支援も兼ねて、出納員への分任出納事務にか

かる関係書類や現金・金券・物品等の保管状況についての実地検査を行う。 

公金の運用については、厳しい金融環境のもと安全性を最も重視し、支払い

に支障をきたさないように資金の流動性を確保するとともに、これらを前提に資金

状況をより精緻に把握し、運用収益の確保に努める。 

公金収納について、社会経済情勢等の変化を踏まえ、市民の利便性が向上

するように、三重県や県内各市とともに公金取扱業務の改善方策を検討してい

く。 

 

【主な事業】  会計管理経費  当初予算額   ２７,６２１千円 

 



議 会 事 務 局 
 

新年度予算における基本的な方針 
議会が二元代表制に基づく市民の代表機関としての役割を果たすとともに、
市民の議会に対する関心を高め、議会への市民参加を進めながら、議会の活性
化を図る。 
 
１．適法かつ効率的な議会運営について 
地方分権時代において、議会は団体意思の決定を行う議事機関としての機能
及び執行機関の監視を行う監視機関としての機能の充実・強化が求められてい
ることから、議会事務局は、議会がこれらの役割を果たすための環境を整備し、
議長及び議員の職務をサポートする。 
【主な事業】  会議録印刷製本費          ３，２３４千円 

        テープ反訳委託料          ３，６７５千円 

 

２．議会の政策形成機能の充実について 
地方公共団体の自己決定権の拡大に伴い、団体意思の決定を行う前提として、

議会の政策立案機能や政策提言機能の充実が求められていることから、議会事
務局は、議員提出議案の作成補助とともに、そのための調査研究をサポートす
る。 
【主な事業】   政務調査費             ２７，７２０千円 

        委員会行政視察           １１，１１７千円 

        海外行政視察             ３，１２７千円 

        議員パソコン・インターネット経費   ２，１７７千円 

 
３．市民への議会情報の提供及び議会への市民参加の取り組みについて 
議会には、多様な民意の反映、市民の意見の集約などの役割が求められ、議
会の構成や運営において、議会の意思と市民の意思が乖離しないように努める
ことがより必要とされていることから、議会事務局は、議会としての市民への
説明責任を果たせるよう市民への議会情報の提供に努めるとともに、議会への
市民参加にも取り組み、市民に開かれた議会の実現を促進する。 
【主な事業】  市議会中継関係経費         １０，０９５千円 

        議会報等作成関係経費         ８，４８４千円 

        市議会モニター関係経費          ３３９千円 

        インターネット配信事業         １，１１７千円 



監 査 事 務 局 
 

新年度予算における基本的な方針 
市の財政が公正かつ効率的に執行されているか、市行政の実績や成果が住民

の福祉と行政水準の向上に寄与しているかどうかに重点をおいて監査委員の
行う監査事務の補助を行う。 
 
１．定期監査について 
予算執行、収入、支出、契約、財産管理等、市の財務に関する事務の執行が
公正かつ合理的に行われているか、また、地方公営企業等の経営に係る事業の
管理が経済性、効率性及び有効性にも留意しながら公正かつ合理的に行われて
いるかを主眼として、行政機構別に実施する。 
  

２．行政監査について 
事務組織、執行体制、事務処理の手続、その他行政運営全般について公正か
つ合理的に行われているかという観点に加えて、費用対効果や成果の度合など、
経済性、効率性及び有効性の観点を重視して実施する。 
定期監査に平行して、行政監査として「効率性改善への具体的な取組状況」、

「原課契約工事の執行状況」、「負担金支出状況」等について監査する。また、
これらとは別にテーマを設定した監査を実施する。 
 

３．その他の監査、検査、審査について 
上記のほか、出資団体監査、財政援助団体監査、公の施設の指定管理者監査、
工事監査を行うとともに、例月現金出納検査、決算審査、基金運用状況審査、
財政健全化等審査を実施する。 
また、新公会計制度導入に対応した監査方法の調査研究を図る。 

 
【主な事業】    監査事務一般経費  当初予算額 １，６３４千円 



教 育 委 員 会 
 
新年度予算における基本的な方針 
 
 学校教育については、平成 23 年度からスタートする「第２次四日市市学校教育ビジョン」
の基本理念に基づき、本市がめざす子どもの姿「輝く よっかいちの子ども」の実現に向け、

「段差のない教育」と「途切れのない支援」、「家庭・地域との連携」の３つの視点に立った

各種施策を展開する。また、新学習指導要領の円滑な全面実施に向けて、必要な条件整備を

図るとともに、新たな「四日市市総合計画」の第１次推進計画に基づいた、施設の適切な維

持管理及び充実に努める。 

青少年の健全育成に向けては、心豊かでたくましい自立した青少年の育成をめざし、学校

内外での規則正しい生活や青少年の非行防止等について、地域ぐるみで取組みを推進する。 

文化財・埋蔵文化財については、国史跡久留倍官衙遺跡の整備をはじめ、保存・活用に努

める。図書館、博物館等社会教育施設においては、学校との連携に努めるとともに、それぞ

れの特性を生かした学習機会・情報の提供及び学習活動の支援に取り組む。 

スポーツの振興については、学校体育や地域スポーツおよび競技スポーツの充実に取り組

む。また、必要な運動施設の整備に努め、利用者サービスの向上を図る。 

 

１ 問題解決能力の向上 

全ての小中学校において、みえ少人数学級を継続するとともに、市独自施策として、中

学校１年生において 30 人以下学級編制を行い、基礎学力及び基本的生活習慣の定着を図る。

また、基礎学力の向上、外国人児童の学校不適応などの課題を解決するため非常勤講師を

配置し、少人数指導を行うことにより、教育諸課題の解決を図る。 

学びの一体化として、これまでの各中学校区で進めている実践事例の情報提供や、全国

学力・学習状況調査及び到達度検査の分析を基にした授業の改善並びに充実策の提言によ

って、教育活動の連続性の確保・充実に努める。また、小中一貫した教育をめざし、各中

学校区での指導の一体化や中学校との連携を生かした小学校高学年における一部教科担任

制の実施に向け、６つのモデル校区による研究を進める。 

英語指導の充実については、小学校に外国人英語指導員を派遣し、コミュニケーション

能力の素地を養うことをめざした英語活動を市の英語活動カリキュラムと文部科学省の英

語ノートの併用によって行う。中学校へは 11 人の外国人英語指導員を派遣し、日本人教師

とのチームティーチングによる指導を充実する。 

児童生徒の理科・科学等への学習意欲の向上をめざし、企業との連携により、理科等に

関する体験や実験を取り入れた授業を行う。 

また、教育の情報化をすすめ、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用したよりわかりやすい授

業づくりの推進のために、情報環境の整備と運用支援等を行う。 

【主な事業】     少人数学級拡充事業            １８９，０００千円 
  （うち中一 30 人学級分          ５６，０００千円）  

（うち学校教育アシスト事業分  １２７，２７０千円） 



学びの一体化推進事業            １２，４８８千円 
学校英語教育充実事業            ８３，０００千円 
大学及び企業との連携による授業力向上事業     ２，３４５千円 

（うち企業との連携事業分        ６０７千円） 
学校教育ＩＴ推進事業             ５４，９１３千円 
教育情報通信システム運営事業        ２１７，８８２千円 

 

２ 豊かな人間性の育成 

生徒指導については、いじめ等問題行動や不登校の未然防止、早期発見、早期対応に向

けて、教職員の指導・相談体制等の充実、「楽しい学校生活を送るためのアンケートＱ－Ｕ」

調査等の効果的な活用の推進、地域・保護者との連携の強化等に努める。 

各学校・園の相談体制については、すべての小中学校にスクールカウンセラーまたは心

の教室相談員を配置するほか、学校・園からの要請に応じてカウンセラーを派遣すること

で学校・園のカウンセリング機能の充実を図る。 

また、各中学校区で、子ども人権フォーラムの開催、教職員研修の充実、地域関係組織

との連携を図り、幼小中一貫した人権教育を推進する。また、学校・園における人権教育

の推進が図られるよう、発達段階に応じたカリキュラムや学習プログラムの整備に努める。 

教育上配慮を必要とする地域においては、学校・家庭・地域が相互に連携し、子ども自

らが基本的人権を尊重する精神を育成するための事業を実施する。 

学校図書館の活性化及び子どもたちの読書活動と図書館利用教育の推進については、小

中学校に司書を派遣し、図書館担当教員への助言及び子どもの読書活動への支援、テーマ

を設定したブックトークの実施、図書館を活用した授業支援等を行う。また、市立図書館

にある学校団体貸出図書「なのはな文庫」をはじめとする蔵書の貸出などを行い、市立図

書館との連携を密にすることで、学校図書館の活性化を図る。 

さらに、体験活動として、自然に触れる楽しさを味わい、集団生活を通した人間的なふ

れあいを深める自然教室を推進する。 

  【主な事業】    途切れのない指導・支援事業        １６９，５００千円 

（生徒指導・教育相談事業分 ２５，８００千円） 
学校人権教育推進事業               １，９２０千円 
子ども人権文化創造事業             ４，８３０千円 

学校図書館いきいき推進事業           ３８，２６８千円 

自然教室事業                  ２０，０４９千円 
                                                  

３ 健康や体力をはぐくむ教育の充実 

子どもの運動能力や体力向上のため、新たに体力向上推進に関するプロジェクトを立ち

上げ、就学前からの日常活動や小中学校の授業等における子どもの運動のあり方や教師の

指導などについて検討するとともに、体力向上推進のプログラムを作成する。 

また、中学生の健やかな成長と食育を推進するため、デリバリー方式による給食を家庭

弁当と併用して実施する。 

【主な事業】   大学及び企業との連携による授業力向上事業     ２，３４５千円 



（うち体力向上事業分     ３０９千円） 
 中学校給食事業               ２６４，００７千円 

 
４ 特別支援教育の充実 

増加傾向にある不登校や発達障害など課題のある幼児児童生徒に対しては、一人ひとり

の教育的ニーズに応じて専門家を派遣したり、適応指導教室や関係機関との連携を図った

りすることで、乳幼児期から中学校卒業後を見通した一貫した相談支援体制の充実を図る。

その際、「相談支援ファイル」を効果的に活用できるよう具体的な連携方法を提示するなど、

環境整備に努める。また、プロジェクトＵ－８事業として、福祉部・健康部と連携を図り、

発達障害等の幼児・小学校低学年児童（４歳～８歳）とその保護者への早期支援を充実さ

せ、幼児期からの途切れのない支援を行う。 

また、障害等のある子どもに対して、一人一人の教育的ニーズに応じた指導や支援に資

するため、学校・園の特別支援教育体制の推進に指導・助言・連絡調整を行う「地域特別

支援教育コーディネーター」のほか、特別支援学級に介助員を配置するとともに、通常の

学級において発達障害等で支援を要する児童生徒に特別支援教育支援員を配置する。 

    【主な事業】    途切れのない指導・支援事業        １６９，５００千円 

（特別支援教育・相談事業分  ７，７８８千円） 
（就学支援委員報酬分       ３２２千円） 
（適応指導教室事業等分       ６，２５５千円） 
（プロジェクトＵ－８事業分   ２，８０５千円） 
（特別支援教育介助員分  １１７，９２１千円） 
（特別支援教育支援員分      ８，６０９千円） 

特別支援教育推進事業                ２，２９５千円 

                     
５ 就学前教育の充実 

公立幼稚園各園において特色ある園づくりを一層進めるとともに、地域の未就園児を対

象に行う園開放や子育て相談等の子育て支援活動を継続させ、地域における幼児教育のセ

ンターとしての機能の定着を図る。 

公立幼稚園就園家庭への助成制度は、世帯の所得状況に応じて助成し、特に小学校６年

生までの子どもが３人以上いる世帯に対して、その中の第３子以降の子どもの保育料を引

き続き無料とする。また、私立幼稚園就園家庭に対しても、公立幼稚園と同趣旨による助

成制度を実施する。 

【主な事業】  園づくり支援事業               ３，７０５千円 
子育て支援運営費補助金            １，０８０千円 
私立幼稚園就園奨励費補助金        ２５２，５２５千円 

 

６ 時代の変化に対応する教育の推進 

各学校の「学校づくりビジョン」の実現に向け、創意工夫した教育活動や職場体験活動、

研修活動等を地域や家庭と共に推進できるよう継続的に支援する。 

外国人幼児児童生徒の教育については、日本語指導や学校生活への適応指導、教科の補



充指導、教育相談等の充実を図るため、在籍校・園に適応指導員の配置を進める。日本語

指導を中心とした初期適応指導を行う「いずみ教室」においては、引き続き指導期間を６

ヶ月まで延長し学力補充にも努める。また、幼稚園等での日本語指導、移動いずみ教室（い

ずみ教室へ通級できない児童生徒への初期適応指導）、いずみ教室修了後の学力補充などの

事業を推進する。 

また、笹川地区における日本語教室（ササエダーデとアフタースクール）の統合に向け

た環境整備を行い、外国人に対する日本語の習得などを支援する。 

【主な事業】 学校づくりビジョン推進事業              ２１，６９８千円 

       多文化共生教育推進事業           ６１，５２０千円 

（外国人幼児児童生徒教育事業分 ６０，７００千円） 
（多文化共生教育モデル地区事業分   ８２０千円） 

                       
７ 家庭・地域との協働の推進 
地域に開かれた信頼される学校・園づくりのために、各学校・園に設置した「学校づく

り協力者会議」により、地域住民・保護者と学校・園が「学校・園づくりビジョン」など

を共有し、意見交換や学校評価を行い、共に学校・園運営の改善や子どもの健全育成に取

り組めるよう支援する。また、学校づくり協力者会議の発展した形として、保護者及び地

域住民等がそれぞれの役割と責任を認識し、学校運営への参画や教育活動の充実のために

協働するシステムを有する学校をコミュニティスクールとして指定し、その拡大を図る。 

また、第２次学校教育ビジョンに基づく本市の教育施策について、教育施策評価委員の

第三者評価を受けながら、教育委員会の点検・評価の充実を図る。 

【主な事業】 四日市版コミュニティスクール推進事業     １，５５４千円 

開かれた学校づくり推進事業               ３０９千円 
学校評価等推進事業                ４２３千円 

 

８ 教職員の資質・能力の向上 

確かな教師力を持った教職員をめざし、「教師力向上サポートブック」を活用した自己

相互研鑽による研修を進めるとともに、今日的な教育課題に対応した研修、年代（ステー

ジ）や職務内容に応じた研修講座を教職員がそれぞれの目標に沿って受講し、実践するこ

とにより、教職員の資質向上を図る。 

経験の浅い教員等への指導・助言にあたっては、教育アドバイザーを派遣し、教師力及

び学校教育力の一層のレベルアップを目指す。 

また、教員の授業力の向上に向けて、大学と連携し、専門的な立場からの高い知識と豊

かな経験等を教員の研修等に活用する。 

さらには、教職員の人権意識の高揚及び資質の向上のために実践的な研修を開催すると

ともに、人権教育についての深い知識と実践力を備えた指導者を育成し、人権教育推進リ

ーダーとして校内や中学校区等で活躍できるような指導体制をめざす。 

【主な事業】 教職員研修事業                       ２，３６２千円 

          重点課題研究推進校事業               ９６０千円 

少人数学級拡充事業費           １８９，０００千円 



（うち教育アドバイザー分 ５，７３０千円） 
大学及び企業との連携による授業力向上事業     ２，３４５千円 

（うち大学との連携事業分 １，４２９千円） 
学校人権教育リーダー育成事業             ５７６千円 

 

９ 学校施設・設備等の整備 

学校施設環境の向上のため、老朽校舎の改築整備については、河原田小学校において平

成 22 年度着手した改築工事を継続して実施するとともに、富田中学校における改築工事の

設計に着手する。 

校舎の長寿命化を図る大規模改修については、神前小学校の設計を行う。バリアフリー

化施設整備については高花平小学校、楠中学校で、小学校における衛生管理強化のための

給食室の改修については神前小学校、中央小学校で、それぞれ工事を行う。 

耐震化については、小規模施設である四郷小学校給食室、富田中学校技術室の耐震補強

工事を行う。 

また、平成 24 年度から中学校において武道が必修化されることに伴い、西笹川中学校武

道場の新築工事を行うとともに、笹川中学校、楠中学校における武道場の改築及び新築の

設計を行う。 

さらには、（仮称）大矢知中学校新設に向けた基本構想の策定を行うとともに校地造成に

かかる設計に着手し地質調査を行う。 

児童生徒の通学時の安全確保に向けては、通学路における交通安全施設の整備を引き続

き推進する。 

その他、小学校は平成 23 年度から、中学校は平成 24 年度から実施の新学習指導要領に

対応した教育を行う上で必要な教材等を整備する。 

【主な事業】 小中学校改築事業                ６６１，４５０千円 

小中学校大規模改修事業              ４，１００千円 
小中学校バリアフリー化施設整備事業       ３２，５５０千円 
給食室改修整備事業              ６１，３００千円 

小規模施設耐震補強事業             ５，８６６千円 
                武道場整備事業                １３９，３９１千円 

(仮称)大矢知中学校新設事業          ２９，０００千円 

                通学路交通安全施設整備事業           ２０，０００千円 

新学習指導要領教材整備事業        １４９，３３７千円 
 
１０ 青少年の健全育成 

子どもの生活リズムや規範意識の向上､子どもの安全・安心、家族のあたたかい心のふれ

あいに向けて、保護者や地域住民、学校、行政が協力して取組みを進める。そのために、

「早ね 早おき 朝ごはん」市民運動や有害情報対策にかかる啓発活動、非行防止教室等

の開催、「家庭の日」の定着などに取り組む。また、放課後の子どもの過ごし方として、留

守家庭児童を対象とした学童保育事業の支援等を行う｡さらに、子どもの居場所づくりや青

少年が企画及び運営する体験活動などの自主的な活動の支援を図る。 



少年自然の家については、連絡調整会議・モニタリングなどを通し、指定管理者と連携

して効率的・効果的な運営を図るとともに、24 年度からの指定管理者の選定を行う。また、

受変電設備更新工事や体育館床塗装工事を行う。 

【主な事業】  子どもの生活リズム向上事業          １，９７４千円 

          「家庭の日」啓発事業               ３８４千円 

学童保育事業費補助事業          １７９，４８８千円 
子どもと若者の居場所づくり事業        ３，７０５千円 
少年自然の家管理運営事業          ７１，７３９千円 

          少年自然の家施設整備事業          ２３，２９７千円 
 
１１ 文化財の保存・活用・整備 

国史跡久留倍官衙遺跡整備事業を進めるため基本設計等を行うとともに、国指定天然記

念物御池沼沢植物群落の環境改善に取り組む。また、文化財説明板の設置や指定文化財修

理の補助等を行う。 

また、一般国道１号北勢バイパス建設にかかる埋蔵文化財発掘調査を国土交通省地方建

設局から受託する。 

【主な事業】  久留倍官衙遺跡整備事業           ２５，１００千円 

          天然記念物保存事業              ５，３３１千円 

文化財維持管理事業              １，１９９千円 
指定文化財保存事業費補助金          １，５０１千円 
埋蔵文化財発掘調査受託事業        １５１，１８７千円 

 
１２ 生涯学習機会の提供 

図書館においては、利用者のニーズを把握し、選書やリクエスト本の購入など効果的な

資料配備に努めるとともに、老朽化設備等の改修のための設計を行う。 

博物館においては、特別展や企画展、プラネタリウム番組の投映が、観覧者により親し

みやすいものとなるよう、引き続き多彩な内容での事業展開を行う。また、学習支援展示

や学習投映への学校からの団体見学や、移動式プラネタリウムなどによる連携授業が本市

の学校教育の一環として定着するよう、学校との連携をより一層強化するとともに、その

内容の充実を図る。施設・設備については、中央監視システムの更新などを行い、適切な

維持管理に努める。 

【主な事業】    図書資料整備費                  ２７，９００千円 
        図書館改修事業                ２，５００千円 

特別展等開催事業                  ３２，１７５千円 

プラネタリウム投映事業              １０，８２０千円 
教育普及活動事業               ２，１４９千円 
天文教育普及活動事業              １，０９０千円 
施設設備維持管理費             ７６，２２１千円 

 

 



１３ スポーツの振興 

霞ヶ浦緑地運動施設において、第１野球場のスコアボードをＬＥＤ式電光パネルに取替え、

得点表示を見やすくするとともに、多様な情報の提供を行い設備の充実を図る。四日市ドー

ム及び各スポーツ施設の運営管理については、引き続き、指定管理者制度によって利用者サ

ービスの向上等を図る。 

地域におけるスポーツ活動と生涯にわたりスポーツに親しめる環境整備の充実を図るため、

「総合型地域スポーツクラブ」の設立とその運営に対して支援を行う。 

また、スポーツイベント実施事業として、市民の健康増進と誰もが気軽にスポーツに参加

できる機会を創出するため、ロードレース大会やウォーキング大会、総合型地域スポーツク

ラブ合同イベントを開催するとともに、子どもがスポーツに夢を持ち、親しむことができる

よう、トップアスリートの実技指導によるスポーツ教室を開催する。 

【主な事業】     

霞ヶ浦緑地運動施設整備事業         ７２，０００千円 
四日市市運動施設指定管理者指定管理料    ２３５，０００千円 
四日市ドーム指定管理者指定管理料      ５７，１３６千円 
総合型地域スポーツクラブ育成支援事業     ７，１７１千円 
スポーツイベント実施事業           ２，０００千円 



（新）少人数学級拡充事業 

 

 

１．目的 
（１）少人数学級拡充事業（中一 30 人学級） 

中１ギャップの解消や基礎学力、基本的生活習慣の定着を図るため、中学校１年
生において 30 人以下学級編制を行い、よりきめ細かな指導を行う。 

（２）学校教育アシスト事業 
基礎学力の向上、外国人児童の学校不適応などの課題を解決し、児童生徒が学校
生活に円滑に適応できるようにする。 
また、経験の浅い教諭・非常勤講師の指導力を向上させ、教育諸課題の解決につ
なげる。 

 
２．内容 
（１）少人数学級拡充事業（中一 30 人学級） ５６，０００千円 
・常勤講師の配置による中学校１年生における 30 人以下学級編制の実施 

「中１ギャップ」解消や基礎学力、基本的生活習慣の定着をめざし、中学校
１年生 30 人以下学級編制を実施することにより、中学校入学による新しい学
校生活に円滑に適応できる体制を整える。その編制のために常勤講師を配置す
る。 

（２）学校教育アシスト事業 １３３，０００千円 
・教育諸課題解決のための非常勤講師の配置 

基礎学力の向上、外国人児童の
学校不適応などの課題を解決する
ため、非常勤講師を配置し、少人
数指導を行うことにより、それら
の教育諸課題の解決を図る。 

・アドバイザーによる講師・教員への 
 指導・助言 

より充実した授業の展開を図る
ため、おもに経験の少ない若手教
員や講師の指導力、資質向上をめざし、アドバイザーが個々の課題に応じて指
導・助言する。 
 

３．予算額 １８９，０００千円   （財源内訳）一般財源 １８９，０００千円 
 （前年度 １６８，７８５千円） 
    
 

担当 教育委員会 学校教育課 
   加藤 剛 
   ℡ ３５４－８２５１ 



生徒指導・教育相談事業 
～途切れのない指導・支援事業～ 

 
 

１．目的 

不登校、いじめや暴力行為などへの対応の充実及びこれらの未然防止や早期発見・

解決に向けた学校の教育相談機能・体制の充実を図るため、専門的な知識・経験を有

する臨床心理士や児童生徒・保護者が悩みや不安等を気軽に話せる相談員等の配置や

派遣を行う。 

 

２．内容 

（１）スクールカウンセラーの配置 

スクールカウンセラー：臨床心理士等の専門的な立場からのカウンセリングや

専門機関との連携を図るなどの助言を行う。 

市の配置校：小学校 17 校（県の配置校：中学校 22 校）  

（２）心の教室相談員の配置 

心の教室相談員：相談員経験者や教職経験者等

が児童生徒や保護者の悩み相談を行う。 

市の配置校：小学校 23 校 

（３）ハートサポーターの派遣 

ハートサポーター：小中学校や幼稚園から要請

があった相談に、臨床心理士等を家庭や学校へ派

遣して、直接面接してカウンセリングを行う。 

幼稚園・小中学校を対象に年間 80 回派遣 

（４）生徒指導上の対策支援 

   問題行動等の未然防止、早期発見のために、

Ｑ－Ｕ調査（学級満足度調査）を行う。 

また、虐待や緊急扶助、専門機関等からの助言等が必要な児童生徒がいる学

校への支援を行う。 

 
３．予算額  ２５，８００千円   （財源内訳）一般財源  ２５，８００千円 

 （前年度  ２２，７２４千円） 
 

担当 教育委員会 指導課 
   田 中 
   ℡ ３５４－８２５５ 



特別支援教育・相談事業 
～途切れのない指導・支援事業～ 

 
 
１．目的 
 不登校の子どもや障害のある子ども、および発達上の課題のある子どもたちとその
保護者や教職員への相談支援を行う。 
また、教育上特別な配慮を要すると思われる子どもの就学に関する相談を行い、乳

幼児期から中学校卒業後までを見通した途切れのない支援の充実を図る。 
 
２．内容 
（１）不登校や障害等発達上課題のある子どもに対しては、教育・福祉・保健・医療等

の関係機関と連携しながら教育相談を進める。 
① いわゆる小１プロブレムや中１ギャップを防ぐため、巡回教育支援員と教育支
援課スーパーバイザーを活用し、市内の保育所・幼稚園、小学校、中学校への意
図的・計画的な巡回教育相談を行う。 
② 保護者や学校関係者からの相談に応じ、学校・園での子どもの様子を見るとと
もに、必要に応じて適切な相談機関を紹介し、連携しながら相談を進める。 
③ 就学支援委員会にて、望ましい就学先や就学後
の教育的支援等について審議するとともに、相談
支援ファイルを活用するなどして、途切れのない
支援を目指す。 
④ 特別支援教育推進協議会を開催し、教育・福
祉・保健・医療等の関係機関が連携して適切な支
援を行うための協議を行い、施策に反映させる。 

（２） 子ども、その保護者、教職員への教育相談の充
実に努める。 

  相談員・臨床心理士が遊戯療法等を行い、個々
の子どもや保護者等のニーズにあった教育相談
を実施する。 
また、こころに病気をもつ子どもの早期支援（YESnet 事業）を健康部と連携

して行っていく。 
（３）各校の教育相談体制の充実や特別支援教育体制の整備を図るために教職員研修等

を計画的に実施する。 
 
３．予算額    ７，７８８千円   （財源内訳）一般財源  ７，７８８千円 
 （前年度    ５，６２４千円）         
 担当 教育委員会 教育支援課 

   小 倉 
℡ ３５４－８２８３ 



四日市版コミュニティスクール推進事業 
 
 
１．目的 
学校、家庭、地域がそれぞれのもつ教育的役割と責任を認識し、協働して学校運営
や教育活動の充実に取り組むことで、保護者・地域住民の参画の意識を醸成し、「地
域とともにつくる学校」の推進を図る。併せて、教職員の意識改革を図る。 

 
２．内容 
学校、保護者及び地域住民等が協働し、一体となって「学校づくりビジョン」の実
現に取り組む学校を四日市版コミュニティスクールとして指定する。 
指定校については、平成 22 年度の５校に３校を追加し、拡大・充実を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．予算額  １，５５４千円    （財源内訳）一般財源   １，５５４千円 
 （前年度    ４０５千円）  
                                             

担当 教育委員会 教育総務課 
廣 瀬 
℡ ３５４－８２３７ 

コーディネート 

 

コーディネート 
 

四日市版コミュ二ティスクール（イメージ図） 
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地域人材の活用、地域住民等の学校支援による特色ある学校づくり 



小中学校改築事業 

 
 
１．目的 
  ベランダ形式校舎などの理由により改築を必要とする老朽校舎について整備を行い、
学習環境の改善を図る。 
河原田小学校について、平成 22 年度着手した改築工事を継続して実施するとともに、
富田中学校については、改築工事の設計及び地質調査を実施する。 

 
２．内容 
（１）河原田小学校改築整備 

○改築工事（平成 22～24 年度） 
        鉄筋コンクリート造４階建て 約 3,700 ㎡ 

○監理業務委託（平成 22～23 年度） 
（２）富田中学校改築整備 

○下記工事の基本設計・実施設計業務委託（平成 23～24 年度）及び地質調
査業務委託（平成 23 年度） 
・改築工事 

           鉄筋コンクリート造３階建て 約 3,000 ㎡ 
            普通教室 13 室、特別支援教室、少人数教室、パソコン室等 
       ・既設校舎解体工事 

 
３．予算額 
（１）河原田小学校改築整備 

６４０，３５０千円    （財源内訳）市  債 ５３０，１００千円 
（前年度２７，４７１千円）         一般財源 １１０，２５０千円 

※債務負担行為 
                期 間   平成 22～24 年度 

                     限度額   １，０７０，０００千円 
（２）富田中学校改築整備 

２１，１００千円     （財源内訳）一般財源  ２１，１００千円 
（前年度    ０千円）   ※債務負担行為 

                期 間   平成 23～24 年度 
                     限度額      ４２，５００千円 

 

 
担当 教育委員会 教育施設課 
   伊 藤 
   ℡ ３５４－８２４３ 



（新）（仮称）大矢知中学校新設事業 
 
 
１．目的 
  平成 28 年度開校を目指し（仮称）大矢知中学校の基本構想を策定するとともに、
校地造成にかかる設計及び地質調査を行う。 
 
２．内容 
 （１）基本構想策定業務 
    ・（仮称）大矢知中学校で取り組む教育内容及び施設整備基本方針     
 （２）造成設計業務 

 ・校地造成にかかる基本設計・実施設計業務委託（平成 23～24 年度） 
 ・地質調査業務委託（平成 23 年度） 

 
３．予算額  ２９，０００千円    （財源内訳）一般財源 ２９，０００千円 
 （前年度       ０千円） 
  
  基本構想策定業務      ５，０００千円 
造成設計業務       ２４，０００千円 

※債務負担行為   期 間   平成 23～24 年度 
               限度額  ３４，５００千円 
 

 
 
 
                                             

担当 教育委員会 
 教育総務課  松 岡 
℡ ３５４－８２３７ 
教育施設課  伊 藤 
℡ ３５４－８２４３ 

年次

基本構想

造成設計

用地取得

建築設計・監理

造成工事

建設工事

開校準備

周辺整備工事

事　業　工　程　（案）

23 24 25 26 27



 

 
 
 
１．目的  

放課後等に留守家庭となる児童の生活支援とその保護者の就労を支援するため､学
童保育事業を行う地域の運営委員会等に対して支援を行う｡ 

 
２．内容（主なもの）   
○国・県の補助制度に基づくもの 

運営費（37 箇所）・障害児受入支援等の補助 
予算額 １５３，００７千円 

指導員の検診等にかかる衛生安全対策費補助【拡充】 
予算額     ７４０千円 

既存学童保育所の備品更新等に係る備品購入費補助【新規】 
予算額   ４，０００千円 

○市独自で行うもの 
就学援助・単親家庭等支援補助 

予算額   ４，６８０千円 
指導員確保補助 

予算額    ３，６００千円 
 
３．予算額  １７９，４８８千円   （財源内訳）県支出金  ９４，０１７千円 
（前年度  １６４，６３１千円）        一般財源  ８５，４７１千円 

 
 
 
 
 

担当 教育委員会 社会教育課 
青少年育成指導室 
中村・岡   
℡ ３５４－８２４７ 

放課後児童健全育成事業（学童保育事業費補助金） 



（新）霞ヶ浦緑地運動施設整備事業 

 
１．目的 
  霞ヶ浦第１野球場のスコアボードを改修し、得点表示を見やすくするとともに、多
様な情報の提供を行い設備の充実を図る。 

   
２．内容 

霞ケ浦第１野球場の既存スコアボードの得点板をＬＥＤパネル式電光掲示板に取
替える。 

 
３．予算額 ７２，０００千円   （財源内訳）市  債  １４，８００千円 
（前年度  ８，４００千円）        その他特財 ４７，３０８千円 
                      一般財源   ９，８９２千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状   霞ヶ浦第１野球場＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜改修事例 岡山県美咲町エイコンスタジアム＞ 

担当 教育委員会 スポーツ課 
小垣内・大澤 
℡ ３５４－８４２８ 



消 防 本 部 
 
新年度予算における基本的な方針 
 安全で安心なまちづくりに向け、消防力の強化・消防救急体制の充実をはじ

め、総合的な災害対応力の向上を図る。 
 火災時の延焼拡大の防止及び救命率の向上を図るため、より早く災害現場に

到着し消火活動及び救急活動を行うべく、消防署所からの出動体制のより一層

の強化を図る。 
 さらに、石油コンビナート災害への対応力を強化するため、新たに大型化学

高所放水車を更新配備するとともに、各種災害に迅速かつ的確に対応できるよ

う、年次計画に基づく車両更新及び消防救急無線のデジタル化への整備を推進

する。 
その他、救急救命士の養成など、救急業務の高度化を推進するとともに、耐

震性貯水槽の整備を図る。 
 
 
１ 消防車両配備・更新事業について 
（１）大型化学高所放水車の配備 
   現在、中消防署に配備されている大型高所放水車は、石油コンビナート

火災に対応するための車両として平成５年３月に配備し、平成２３年度に

１８年目を迎えることから、老朽化及びＮｏｘ・ＰＭ法により更新する。 
この大型高所放水車の更新にあたり、消防車両の機能を強化するため、

化学消火機能を兼ね備えた大型化学高所放水車に更新する。 
 （２）水槽車の配備 
   現在、中消防署中央分署に配備されている水槽車は、阪神淡路大震災を

契機として平成８年３月に配備し、平成２３年度で１５年目を迎えること

から、老朽化及びＮｏｘ・ＰＭ法により更新する。 
（３）消防ポンプ自動車の配備 
   現在、県分団に配備されている消防ポンプ自動車は、平成８年１１月に

配備し、平成２３年度で１５年目を迎えることから、老朽化及びＮｏｘ・

ＰＭ法により更新する。 
 （４）広報車の配備 
   現在、予防保安課に配備されている広報車は、平成８年９月に配備し、

平成２３年度に１５年目を迎えることから、老朽化により更新する。 
 

【主な事業】   消防車両購入費        １９１，２１７千円 



２ 消防救急無線デジタル化整備事業について 
消防救急無線のアナログ周波数の使用期限が平成２８年５月３１日までと

なっており、従来のアナログ方式の無線機器をデジタル方式の無線機器へ全

面的に更新する必要があるため、平成２３年度はデジタル化整備のための実

施設計を行う。 
【主な事業】消防救急デジタル化整備事業負担金    ５，６６９千円 

 
３ 人材育成事業について 
  近年、経験豊富な職員が大量に退職したことから、若年層の知識や技術等

の向上を図る必要があるため、新人教育を目的としたプリセプター研修等に

積極的に取り組むとともに、より高度な知識、技術を習得するため、消防大

学校等の専門機関への研修派遣を引き続き実施するなど、ソフト面での充実

強化を図る。 
【主な事業】人材育成事業費             ８，６３８千円 

 
４ 救急業務の高度化事業について 
  平成４年度から救急救命士の養成を開始し、現在４９名の救急救命士を各

消防署等へ配置している。将来的に全ての救急車に常に１名以上の救急救命

士を配置できる体制と管理業務部門等の強化を図るため、昨年に引き続き５

名の職員を救急救命士養成所へ派遣する。 
   各消防署への目標配置数 ：６０名 
   情報指令課への目標配置数： ３名         
   消防救急課への目標配置数： ２名        計６５名 

【主な事業】救急高度化事業費（救急救命士養成事業） １１，３１５千円 
 
５ 耐震性貯水槽整備事業について 
  「耐震性貯水槽の配備計画」に基づき、地下式耐震性貯水槽を整備し、災

害対応能力の強化を図る。 
  平成２３年度は、波木町及び伊坂台一丁目地内に６０トン型の耐震性貯水

槽を設置する。 
【主な事業】耐震性貯水槽整備事業費         ２０，０００千円 



 
 
 
１．目 的 
  「安全で安心なまちづくり」に向けて、火災・救助・救急等の各種災害に迅速かつ
的確に対応できるよう年次計画に基づき、車両更新を行う。 
 
２．内 容  
 
（１）大型化学高所放水車【中消防署】 

石油コンビナート対応の車両であり、平成５年に配
備し１８年目を迎えることから、大型高所放水車の老
朽化及びＮｏｘ・ＰＭ法による更新に伴い、消火薬剤
を積載し化学消火機能をもった大型化学高所放水車
に更新する。 

 
 
（２）水槽車（１０ｔ）【中央分署】 

阪神淡路大震災を契機として、大量の消火用水（１
０，０００ℓ）を積載した車両であり、平成８年に配
備し１５年目を迎えることから、老朽化及びＮｏ
ｘ・ＰＭ法により更新する。 

 
 
 
 

（３）消防ポンプ自動車（ＣＤ－１）【県分団】 
消防分団車両として平成８年に配備し１５    
年目を迎えることから、老朽化及びＮｏｘ・
ＰＭ法により更新する。 

 
 
 

（４）広報車【予防保安課】 
火災予防広報や立入検査に使用する車両で
あり、平成８年に配備し１５年目を迎えるこ
とから、ワゴンタイプの広報車に更新する。 

 
 
 

 
３．予算額 １９１，２１７千円  （財源内訳）県支出金（石油）１４６，０３５千円 
 （前年度 １３５，５１４千円）       市  債    １９，５００千円 
                       一般財源    ２５，６８２千円 
                         

担当 消防本部 総務課 
   阿 部 
   ℡ ３５６－２００３ 

消防車両配備・更新事業 
 



 
 
 
１．目 的 
  全ての救急車に常に救急救命士が乗車する体制を早期に実現し、救命率の向上を目
指す。 
 
２．内 容 
救急救命士は、平成３年に救急救命士法が制
定されて以来、一般の救急隊員が行う救急処置
に加えて、救急救命の現場において心肺停止患
者に対し、医師の指示のもとに気管挿菅や強心
剤等の薬剤を投与することができるなど高度
な処置を行うことができる救急隊員である。 
全ての救急車に常に救急救命士が１名以上           

乗車できる体制を早期に図るため、救急救命士
５名の派遣養成を平成２２年度に引続き実施
する。 
 
３．所属別救急救命士の配置計画数 

 
  
４．予算額 １１，３１５千円   （財源内訳） その他特財   ９０６千円 
 （前年度 １４，９６３千円）         一般財源 １０，４０９千円 
 
 
 
 

 

 

所  属 中 中央 西 北 朝川 北西 南 西南 情報 消救 計 

救急車数   ２  １     １  １  １  １   ２  １  －  －   １０ 

人  員 １２  ６   ６  ６  ６  ６ １２  ６  ３  ２   ６５ 

救急業務の高度化事業 

担当 消防本部 総務課 
   市 川  
   ℡ ３５６－２００２ 



 

 
 
 
１．目 的 
  近い将来、発生が危惧されている東海地震や東南海・南海地震等の大規模地震対策
の一環として、市内の消防水利の二元化を図るため、消火栓の整備と平行して市域必
要街区に地下式耐震性貯水槽を設置する。 
 
２．内 容 
 平成１０年に策定した「耐震性貯水槽の配置整備計画」に基づき、平成１１年度か
ら市域１０１箇所の街区に対して地下式耐震性貯水槽を順次設置しており、５年毎の
計画の見直しを経て、平成２２年度末の時点で１９箇所を残すところとなった。平成
２３年度は、波木町及び伊坂台一丁目地内に地下式耐震性貯水槽（６０ｔ）２基の整
備を行う。 
  
 
３．予算額 ２０，０００千円        （財源内訳）市   債  １７，１００千円   
（前年度 ２０，６８１千円）          一般財源   ２，９００千円      
 

                        
                        
 
 
 
 
 
 
 
 

担当 消防本部 消防救急課 
   志 積 
   ℡ ３５６－２００４ 

耐震性貯水槽整備事業 



  

上 下 水 道 局 
 

新年度予算における基本的な方針 

水道及び下水道は、市民生活に直結する重要なライフラインであり、市民に
信頼される上下水道事業を目指し、計画的に施設整備・更新等を進めるともに
適正な維持管理に努める。 
水道事業は、節水型社会への移行による影響等から水需要の減少が見込まれ
る厳しい経営環境の中、「安定・安全給水」をより確実なものにするため、第
２期水道施設整備計画に基づき事業を進めるとともに、鉛給水管の解消等に努
める。 
生活排水対策事業では、「水洗化による生活環境の向上」及び「川や海など
の公共用水域の水質保全」を全市的に進めるため、四日市市生活排水処理施設
整備計画に基づき、公共下水道汚水対策事業及び農業集落排水事業の推進と合
併処理浄化槽の普及促進を図るとともに、それぞれの生活排水処理施設の適正
な維持管理に努める。 
さらに、「雨に強いまちづくり」を進めるため、総合的な治水対策の一環と
して、公共下水道雨水対策事業を行う。 
 

水 道 事 業 
１．安定・安全給水について         

安心しておいしく飲める水道水の供給を目指し、朝明水源地に高度浄水処理
施設の整備を引き続き行うとともに、安定した給水の確保のため、幹線配水管
等基幹施設の耐震化や経年管や施設の更新を進める。 
【主な事業】 第２期水道施設整備事業   当初予算額  1,283,163 千円 

高度浄水処理施設整備事業 
水質管理の充実事業（水安全計画の策定） 
基幹施設耐震化事業（幹線配水管布設替、水管橋補強、配水

池補強） 
経年管布設替事業 
経年施設更新事業 

         配水管布設事業 
 

２．鉛管対策について            

家庭等へ引き込む給水管の一部に使用されている鉛管を解消し、水質の一層
の安全性を確保するために、引き続き鉛給水管の取替を着実に推進する。 
【主な事業】 鉛給水管布設替事業     当初予算額   499,000 千円 



  

下 水 道 事 業 
１．汚水対策事業について 

日永浄化センター第４系統の建設を進めるとともに、本市の生活排水処理施
設整備計画に基づき事業を進める。また、合流式下水道の改善を図る。 
【主な事業】 公共下水道事業       当初予算額  4,359,667 千円 
       茂福汚水１号幹線管渠布設工事、釆女汚水３号幹線管渠布設 

工事 
日永浄化センター第４系統建設工事 
日永浄化センター第２系統高速ろ過設備工事等 

 

２．雨水対策事業について 

浸水区域の解消を図るべく都市型水害対策を推進する。 
【主な事業】 公共下水道事業       当初予算額  1,913,333 千円 

南川南五味塚雨水 1 号幹線管渠布設工事、東町吉崎南雨水幹
線管渠布設工事、広永雨水２号幹線函渠布設工事 
茂福ポンプ場ポンプ設備更新工事等 

 

３．下水道施設の維持管理について 

  浄化センター、ポンプ場の維持管理については、保守点検及び適切な維持修
繕を行い、機能を最大限に発揮させるとともに、効率的な運転に努める。 
管路施設については、計画的な管路調査や清掃を適宜実施するとともに、老
朽管対策や不明水対策にも取り組む。 
 

 

 

農 業 集 落 排 水 事 業 
農村集落の生活環境向上と農業用用排水路の水質保全を図るべく、水沢東部
地区及び和無田地区で事業を進める。         
【主な事業】 水沢東部地区         当初予算額  125,650 千円 

管路整備工事、処理場詳細設計 
        和無田地区                    当初予算額    72,500 千円 
         管路整備工事、処理場詳細設計 
         施設維持管理（供用 10 地区）   当初予算額   99,922 千円 
 

 

 



  

コミニティ・プラント事業 
定期的な保守点検により、コミニティ・プラントの適切な維持管理を行う。 
【主な事業】 施設維持管理（供用２地区） 当初予算額   52,074 千円 
 

合併処理浄化槽設置整備事業 
生活排水対策として、公共下水道等が整備されていない地域での合併処理浄
化槽の普及促進を図るべく、設置者に対して補助金を交付する。 
【主な事業】 合併処理浄化槽設置整備事業  当初予算額  136,655 千円 



 
 
 
１．目的 
  安心できる水道水を供給するため、朝明水源地にクリプト対策として有効な紫外線処
理施設を整備する。 
 
２．内容 
紫外線処理施設の概要 
 水道水原水を紫外線ランプ内蔵の管路型装置内に流して紫外線を照射することに
より浄水処理を行う施設を整備する。（平成 22 年度着手、平成 23 年度完成予定） 

計画処理水量 12,400m3/日      
 

３．予算額    ８６，８７５千円 （財源内訳）国庫補助金   ２１，５５３千円 
（前年度   １８７，０００千円）      企業債     ２９，３００千円 

自己財源     ３６，０２２千円 
  

 

朝明水源地紫外線処理施設建設工事 

高 度 浄 水 処 理 施 設 整 備 事 業 

担当 上下水道局経営企画課 

                若林 

 ℡ ３５４－８３６９ 



 
 
 
 
１．目的 
  大規模地震に備え、断水等の被害を最小限に抑えて非常時における市民生活への影響
を低減するため、主要施設の耐震化を図る。 
 
２．内容 
幹線配水管布設替工事、配水池補強工事や水管橋補強工事などを行う。 
     幹線配水管布設替  φ300～600  L=2,130m 
     配水池補強    あかつき台配水池ほか 
     水管橋補強    三滝川水管橋ほか 
 

３．予算額   ５８０，７００千円 （財源内訳）国庫補助金    ９，１００千円 
（前年度   ７１５，９００千円）      企業債    ２５７，２００千円 

自己財源   ３１４，４００千円 
                             

     

   

                   あかつき台配水池 

水 道 基 幹 施 設 耐 震 化 事 業 

担当 上下水道局経営企画課 

                若林 

 ℡ ３５４－８３６９ 



 

 

 
 
１．目的 
      汚水衛生処理を計画的に推進し、生活環境の向上及び川や海などの公共用水域の

水質保全を図る。 
 
２．内容 
  ①管渠整備  茂福汚水１号幹線等の幹線管渠整備を進めるとともに各地区にお

いて管渠整備（面整備）を進める。 
   ②ポンプ場  ポンプ場設備更新工事等を行う。 
   ③処 理 場  日永浄化センター第４系統築造工事を継続する。 
 
３．整備概要 

 平成２２年度末 平成２３年度末 増加数 
処理可能区域内戸数 ９２，４６７戸 ９３，７８６戸 １，３１９戸 
処理可能区域内人口 ２２２，０９６人 ２２５，３０１人 ３，２０５人 

人口普及率 ７０．８％ ７１．８％ １．０ﾎﾟｲﾝﾄ 
            ※表中の平成２２年度末は見込数値、平成２３年度末は予算数値 
 

４．予算額 ４，２７６，３３４千円（財源内訳） 国庫補助金 ２，０２９，０８５千円 
 （前年度 ４，７９５，９６７千円）      企業債   １，６９９，５８２千円 
                        自己財源    ５４７，６６７千円 

 

  
      日永浄化センター第 4系統建設工事 

公 共 下 水 道 汚 水 対 策 事 業 

担当 上下水道局経営企画課 

                若林 

 ℡ ３５４－８３６９ 



 

 
 
１．目的 
      市街化区域の浸水被害の防除を図り雨に強いまちづくりを進める。 
 
２．内容 
   ①水路整備  南川南五味塚雨水１号幹線、広永雨水２号幹線、東町吉崎南雨水

幹線等の水路整備を進める。 
      ②ポンプ場  茂福ポンプ場雨水ポンプ等設備更新工事を行う。 
 
３．整備概要 

 平成２２年度末 平成２３年度末 増加数 
雨水排水整備面積 ２，８９４ｈａ ２，８９５ｈａ １ｈａ 
雨水排水整備率 ４９．９０％ ４９．９３％ ０．０３ﾎﾟｲﾝﾄ 

            ※表中の平成２２年度末は見込数値、平成２３年度末は予算数値 

 
４．予算額 １，７７２，６６６千円（財源内訳） 国庫補助金   ７２０，６６５千円 
 （前年度 １，２７３，５３３千円）      企業債     ８２６，３１８千円 
                        自己財源    ２２５，６８３千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

南川南五味塚雨水１号幹線 

公 共 下 水 道 雨 水 対 策 事 業

担当 上下水道局経営企画課 

                若林 

℡ ３５４－８３６９ 



市 立 四 日 市 病 院 
 

新年度予算における基本的な方針 
当院は、総合計画の基本目標を踏まえ、急性期医療を担う北勢地域の中核病
院として、安全・安心で良質な医療を提供し、地域医療における連携の推進に
努めるとともに、経営の健全化を図りつつ、より信頼される病院づくりを目指
して取り組む。 
新年度においては、中期経営計画に基づき病院運営を行い、引き続き医師・
看護師の確保に努めながら、医療費包括支払制度の適正な運用や７対１看護体
制の維持により、収益を確保するとともに、高度医療機器を有効に活用した検
査の充実や、がん化学療法等の外来診療の推進、後発医薬品の推進や診療材料
のコストの見直し等を図り、経営改善に一層取り組む。病棟増築・既設改修事
業については、平成 25 年 7 月の完成を目指して事業を推進する。また、新病
棟の増築に伴い全身用磁気共鳴断層撮影装置（ＭＲＩ）の導入を図るとともに、
手術室用血管撮影装置や手術用無影灯などの医療機器を購入し、医療の高度
化・専門化に対応する。 
 

１．病院施設整備事業について 
医療及び療養環境の改善を図るため、平成 22 年度から病棟増築・既設改修
工事を実施している。 
平成 23 年度は引き続き工事を進め、病棟増築工事、外来改修工事を年度中
に完了する。平成 24 年度以降は、病棟及びサービス棟の改修工事を順次実施
し、平成 25 年 7 月の完成を目指す。 
 
【主な事業】 病棟増築工事、外来改修工事 

                      当初予算額 5,678,921 千円 
             

２．医療機器整備事業について 
最新の高度・専門医療を提供するとともに、病棟増築・既設改修事業に伴う
機器の更新を含め、高度医療機器等の整備を図る。 
 
【主な事業】 全身用磁気共鳴断層撮影装置（ＭＲＩ）、手術室用血管撮影

装置、手術用無影灯ほか 
  当初予算額 1,200,000 千円 

 



 

 
１．目的 
   医療及び療養環境の改善を図るため、平成 22 年度から病棟増築・既設改修工事を
実施している。 
平成 23 年度は引き続き工事を進め、病棟増築工事、外来改修工事を年度中に完了
する。平成 24 年度以降は、病棟及びサービス棟の改修工事を順次実施し、平成 25
年 7 月の完成を目指す。 

 
２．内容 

（１） 病棟増築工事（平成 23 年度） 
   （２） 外来改修工事（平成 23 年度） 
   （３） 病棟・サービス棟改修工事（平成 24 年度～平成 25 年度） 
 
３．予算額 ５，６７８，９２１千円（財源内訳）企 業 債 ４，２８２，９００千円 
 （前年度   ６９５，７８２千円）     一般財源   ６０９，３９０千円 
                       自己財源   ７８６，６３１千円 
 
         

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小児科外来改修状況（待合）              同左（診察室） 

 

 

病院施設整備事業 

担当 市立四日市病院総務課 

      伊 藤 

       ℡ ３５４－１１１１ 



 

 
１．目的 
   最新の高度・専門医療を提供するとともに、病棟増築・既設改修事業に伴う機器
の更新を含め、高度医療機器等の整備を図る。 

 
２．内容 
   （１） 全身用磁気共鳴断層撮影装置（ＭＲＩ） 
   （２） 手術室用血管撮影装置 
   （３） 手術用無影灯、他 
 
３．予算額 １，２００，０００千円 （財源内訳）企 業 債  ９６０，０００千円 
（前年度   ５００，０００千円）      一般財源   ７０，０００千円 
                        自己財源  １７０，０００千円 
 
※ 手術室用血管撮影装置のイメージ（写真は仙台厚生病院） 

 
 
 

医療機器整備事業 

担当 市立四日市病院総務課 

      伊 藤 

       ℡ ３５４－１１１１ 



（単位　千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

耐震化促進事業                                        77,000 52,433 24,567
木造住宅の耐震診断、補強計画策定及び耐震補強工事等に対する補助金
耐震シェルター設置費用に対する補助金

地震対策事業 12,182 2,213 9,969 市内防災倉庫の維持管理及び中学校等へのコンテナ型防災倉庫の整備等

自主防災組織活性化事業 27,500 27,500 自主防災組織の連合化促進及び防災活動に対する補助金

防災リーダー養成事業 860 860
防災リーダー養成講座「四日市市防災大学」及び女性防災リーダー養成講座、夏休み子
ども防災講座を開催

保育所整備事業 24,000 24,000 公立保育所（橋北・坂部）の耐震補強

民間保育所整備事業 7,600 4,916 2,684 民間保育所の耐震補強に対する補助金

介護・高齢福祉課 老人福祉センター整備事業 7,500 7,500 西老人福祉センターの耐震補強

農林水産業費 水産業費 農水振興課 磯津漁港海岸保全事業 70,000 59,500 9,000 1,500 磯津漁港海岸防波堤の堤体保全のための離岸堤の整備

道路橋梁費 道路整備課 橋梁健全化事業 131,000 63,000 61,900 6,100
馳出跨線橋に落橋防止装置等を設置するとともに、四日市市が管理する橋梁の長寿命化
計画を策定する

住宅費 市営住宅課 曙町市営住宅建設事業 54,000 54,000 0 建替えによる市営住宅の耐震化

消防費 消防費 消防本部 耐震性貯水槽整備事業 20,000 17,100 2,900 耐震性貯水槽の整備（2ヶ所）

小学校費 教育施設課 小規模施設耐震補強事業 2,448 338 2,110 平屋建て小規模施設の耐震補強工事（四郷小学校給食室）

中学校費 教育施設課 小規模施設耐震補強事業 3,418 657 2,761 平屋建て小規模施設の耐震補強工事（富田中学校技術室）

市税 固定資産税 資産税課 住宅耐震改修に対する税の減額 既存住宅を耐震改修した場合、耐震改修を行った住宅について固定資産税を減額する

437,508 183,057 88,000 54,000 112,451

水道基幹施設耐震化事業 580,700 9,100 257,200 314,400 0 基幹水道施設(配水管、水管橋、配水池等)の耐震化

下水道施設地震災害対策事業 224,000 107,000 105,800 11,200 汚水管渠、浄化センター、ポンプ場の耐震化

804,700 116,100 363,000 314,400 11,200

1,242,208 299,157 451,000 368,400 123,651

企
業
会
計

合　　　　　　計

項款

上下水道局

土木費

会計

教育費

一　般　会　計　小　計

一
　
般
　
会
　
計

企　業　会　計　小　計

事　　　業　　　概　　　要事業名所属 事業費
財源内訳

民生費 児童福祉費

児童福祉課

平 成 23 年 度 防 災 対 策 事 業 （ 地 震 分 ） に つ い て

総務費 総務管理費 危機管理室



（単位　千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

防災会議委員 24 24 防災会議の開催、地域防災計画の改訂

国民保護協議会委員 24 24 国民保護協議会の開催

危機管理推進事業 180 180 国民保護計画、危機管理指針等に基づく訓練の実施

防災システム事業 24,968 24,968 防災機器維持管理、災害情報提供事業等

防災対策事業 5,428 2,000 3,428 防災啓発、防災訓練、外国人防災啓発等

楠防災会館管理運営費 880 880 楠防災会館の管理運営

楠避難会館管理運営費 625 82 543 楠避難会館の管理運営

井堰、樋門維持管理費 388 388 井堰、樋門の維持管理を地元の施設利用者へ委託

排水施設等管理運営費 1,300 1,300 楠地区の農業用水、自然用水に供する樋管、揚水ポンプ設備等の維持管理

南・北排水機場運転管理委託事業 6,400 6,400 楠町内南・北排水機場の災害警戒時の対応及び日常の点検業務を委託

南・北排水機場維持管理事業 6,169 6,169 楠町内南・北排水機場の維持管理

農業用河川工作物応急対策事業 1,600 1,600 羽津井堰補修事業（県営事業）に対する負担金

準用河川改修事業 231,000 77,000 146,300 7,700 米洗川、朝明新川、萱生川の３河川に事業を集中し、効果的に治水安全度の向上を図る

治水度ジャンプアップ事業 10,000 9,500 500 河川ネック点の改修対策として、朝明新川の取水堰改修の設計を行う

普通河川三鈴川河川改良事業 20,000 19,000 1,000 三鈴川の護岸を改修し、治水安全度の向上を図る

平津川河川改良事業 30,000 28,500 1,500 平津川の河川断面の拡大整備により、流下能力の向上を図る

河川等改良事業 100,000 95,000 5,000 河川改良事業、排水路改良事業

危機管理室 水防事業 1,660 1,660 水防倉庫・資機材の整備

消防車両整備事業 191,217 146,035 19,500 25,682 大型化学高所放水車、水槽車、消防ポンプ自動車、広報車の整備

消防活動用機器整備事業 10,101 10,101 消防用ホース、空気呼吸器、水難救助資機材等の整備

分団等整備事業 3,796 3,796 消防分団車庫の老朽化に伴う改築及び改修工事（河原田分団車庫）

645,760 223,035 317,800 2,082 102,843

企業会計 上下水道局 公共下水道雨水対策事業 1,772,666 720,665 826,318 22,173 203,510 雨水幹線整備、ポンプ場設備更新等

1,772,666 720,665 826,318 22,173 203,510

2,418,426 943,700 1,144,118 24,255 306,353合　　　　計

一　般　会　計　小　計

企　業　会　計　小　計

農水振興課

土木費 河川費 河川排水課

農林水産業費 農地費

平成23年度 防災対策事業（地震以外分）について

会計 款 項 所属 事　　　業　　　概　　　要事業費事              業              名
財源内訳

一般会計

消防費 消防費

消防本部

危機管理室

楠総合支所

総務管理費総務費



（単位　千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

総務費 総務管理費 文化国際課 文化会館等施設整備事業 7,946 5,235 2,711 文化会館第２ホール棟トイレを一部洋式化する

民生費 社会福祉費 障害福祉課 福祉環境整備事業 2,000  2,000 点字ブロック敷設工事

交通安全対策費 道路整備課 あんしん歩行空間整備事業 100,000 55,000 40,500 4,500 金場新正線バリアフリー化、高松川越海岸線歩道整備、霞ヶ浦羽津山線歩道整備

高齢者・障害者向け住宅改良事業 20,000 20,000 0
市営住宅のバリアフリー化
（高齢者向け6戸、障害者向け１戸）

曙町市営住宅建設事業 54,000 54,000 0 建替えによる市営住宅のバリアフリー化

小学校費 バリアフリー化施設整備 12,750 2,456 7,800 2,494 段差解消スロープ、身障者用トイレ改修等（高花平小学校）

中学校費 バリアフリー化施設整備 19,800 2,341 13,200 4,259 段差解消スロープ、身障者用トイレ改修等（楠中学校）

市税 固定資産税 資産税課 住宅のバリアフリー改修に対する税の減額
既存住宅をバリアフリー改修した場合、バリアフリー改修を行った住宅について固定資産
税を減額する

216,496 59,797 66,735 74,000 15,964

事　　業　　概　　要事業費
財源内訳

款 項 所属 事業名

平 成 23 年 度 バ リ ア フ リ ー 化 事 業 に つ い て

土木費

教育費

住宅費 市営住宅課

会計

一
般
会
計

合　　　　　　　　　　　計

教育施設課



（単位　千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

介護・高齢福祉課 日常生活用具給付等事業 100 100 一人暮らし高齢者等（所得税非課税世帯）に対して住宅用火災警報器等を給付

日常生活用具等給付事業 51,000 38,250 12,750
聴覚障害者（児）にはFAX・文字放送デコーダー等、重度障害者と知的障害者Ａには火災
報知器等を給付

手話通訳者派遣事業 7,284 4,498 1,285 1,501 聴覚障害者に手話通訳者を派遣し、コミュニケーション支援を行う

福祉電話貸与事業 352 352 難聴者や外出困難な身体障害者に緊急連絡等の手段として福祉電話を貸与

緊急通報装置貸与事業 30 30 一人暮らしの重度障害者に緊急連絡用の通報装置を貸与

58,766 42,748 0 1,285 14,733

介護保険
特別会計

地域支援
事業費

包括的支援事業費・
任意事業費

介護・高齢福祉課 緊急通報装置貸与事業 4,980 4,980 一人暮らし高齢者等で、心臓病等で突発的に助けの必要な人に、緊急通報装置を貸与

4,980 0 0 0 4,980

63,746 42,748 1,285 19,713

※　災害時要援護者対策については、災害が起こった場合に対応可能なものを掲載した。予算額は全体事業費で計上している。（災害時要援護者対策のみの予算計上は無し）

一　般　会　計　小　計

一般会計

特　別　会　計　小　計

合　　　　　計

事　　　業　　　概　　　要

障害福祉課

款 事業費

民生費 社会福祉費

平 成 23 年 度 災 害 時 要 援 護 者 対 策 事 業 に つ い て

財源内訳
会計 事              業              名所属項



○一般事業 （単位　千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

子ども医療費助成（乳幼児医療費助成） 494,300 195,200 299,100
小学校修了前の児童の医療費について、保険診療の自己負担分を補助
平成23年9月診療分より小学校修了まで拡大

一人親家庭等医療費助成 127,100 63,550 63,550
一人親家庭等の父母及び１８歳以後最初の３月３１日までの児童の保険診療の自己負担
分を補助

不妊治療費 23,800 23,800 不妊治療に係る医療費の一部を補助

子ども手当 7,622,000 6,872,900 749,100
中学校修了前の児童を対象に一人当たり　13,000円/月（3歳未満20,000円）を支給する
（対象者　　約45,000人）

児童手当 700 512 188
新たに現況が確認された旧児童手当受給者に対して、支給停止となっていた旧児童手当を
支給する

児童扶養手当 1,067,500 355,833 711,667
母子家庭等の18歳以後最初の３月３１日までの児童に支給。平成22年8月から父子家庭に
も適用され、12月に支給される（手当額は母子家庭支給額と同額）

家庭児童相談経費 272 272 電話や面接で子どもとその家族に関するあらゆる相談に応じる

児童虐待防止対策事業 1,220 1,220 0
虐待の早期発見、早期対応、未然防止に向けて、関連機関との連携による定期的な会議や
ケース会議を適宜開催して、必要な個別、具体の支援を実施する

次世代育成支援行動計画推進事業 196 196
「次世代育成支援対策推進法」に基づき、次代を担う子どもを育成する環境を整備する行動
計画の推進

親と子どもの豊かな育ち事業 427 427
保育園において、食育を通した基本的な生活習慣の改善を図るための事業に取り組む
モデル園12園

病児・病後児保育事業 16,664 9,500 1,900 5,264
病気療養中または回復期の児童を預かることにより、保護者の子育てと就労の両立を支援
する

ファミリー・サポート・センター事業 10,296 5,616 4,680
子育てを地域で支援するため、育児の援助を受けたい者と提供できる者からなる相互援助

活動

子育て支援ショートステイ事業 700 620 55 25
保護者が疾病や出産などで養育が困難になった場合に、一時的に児童福祉施設や母子自
立支援施設にて預かる

子育て支援センター管理運営費 2,023 1,011 1,012 橋北・塩浜子育て支援センターの管理運営

子育て支援センター事業 1,217 608 609
橋北・塩浜子育て支援センターにて行う事業、笹川、大矢知、海蔵保育園での子育て相談
や遊ぼう会の実施

父親の子育てマイスター事業 1,422 156 1,266
子育てに興味のある父親を対象に講座を開催し、修了者を「父親の子育てマイスター」に認
定することで、父親の子育て機会の提供と知識普及を行う

地域子育て支援拠点事業費補助金 34,005 20,685 13,320
子育て家庭の支援活動のための職員配置等に対する補助金（実施園1ケ所拡充）
私立保育園　6、医療機関2

母子福祉センター管理運営費 4,300 4,300
母子家庭及び寡婦の生活の安定と自立を促進する施設である母子福祉センターの管理運
営

母子生活支援施設事務費事業費 33,000 24,733 22 8,245
母子家庭の施設措置費、保護者の就職活動等の支援のため、菜の花苑の保育室に保育
士を配置し、母子家庭等の児童を預かる

母子家庭自立支援給付金事業 94,831 71,122 23,709
母子家庭の母が適職に就くために必要な技能や資格を取得するための教育訓練講座費用
の一部を補助する

児童館自主事業 842 842 児童館事業の啓発、移動児童館事業の実施、児童館主催事業及び日常活動費

こんにちは赤ちゃん訪問事業 9,050 4,525 4,525
生後４ヶ月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環
境等の把握を行う

妊産婦乳幼児健康診査事業 307,653 64,884 165 242,604
妊婦及び４か月、１０か月、１歳半、３歳児を対象に、疾病等を早期に発見し、適切な支援を
行うために、健康診査を実施し、健康の保持増進、育児不安の解消に努める

妊産婦乳幼児保健指導事業 1,786 1,786 育児学級、育児相談、訪問指導等を実施することにより、乳幼児の健全な発育を支援する

一般会計

衛生費

　　　　　　　平　成　23　年　度　　　子　育　て　関　係　事　業　に　つ　い　て

款 事業名

民生費

事業費会計 事　　　業　　　概　　　要
財源内訳



　　　　　　　平　成　23　年　度　　　子　育　て　関　係　事　業　に　つ　い　て

（単位　千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

私立幼稚園保育料補助金 19,518 19,518 私立幼稚園に園児を通園させている保護者に対する年額6,200円の補助金

私立幼稚園就園奨励費補助金 252,525 55,659 196,866 世帯の所得状況に応じて行う、私立幼稚園に園児を通園させている保護者に対する補助金

子育て支援運営費補助金 1,080 1,080 地域住民が実施する未就園児の子育て支援事業に対する補助金　（下野、富洲原地区）

園づくり支援事業 3,705 3,705
公立幼稚園の園づくりの推進及び、未就園児対象の園開放や保護者への子育て相談等を
支援する

特別支援教育・相談事業 7,788 7,788
障害のある子どもや発達上の課題のある子ども及び不登校の子どもとその保護者や教師
への教育相談を実施する。また、就学相談を巡回教育相談に位置づけて実施する

プロジェクトＵ－８事業 2,805 2,805
発達障害等の幼児・小学校低学年児童（４歳～８歳）とその保護者への早期支援体制を構
築し、幼児期からの途切れのない支援を行う

適応指導教室事業 5,801 915 4,886
適応指導教室に通う不登校児童・生徒の集団生活への適応等のための支援並びに相談を
行い、児童・生徒の学校復帰や社会的自立を支援する

不登校児童生徒ボランティア事業 454 454 不登校児童生徒に対し、大学生のボランティア等が家庭訪問等を行う

子どもの読書活動推進事業 94 94 子どもにとって本が身近となるための環境整備を進める

青少年相談員研修 313 313 青少年相談員の相談活動が充実するための研修会を開催する

青年リーダー研修 472 180 292 子ども会活動・地域活動にかかわる中高生リーダーの養成講習会を開催する

子どもと若者の居場所づくり事業 3,705 549 3,156
青少年健全育成と非行防止を更に進めるために、主に中高生を対象とした居場所づくり事
業を推進する

青少年体験活動促進事業 271 271
中高生等の青少年ボランティアによる、親子のふれあいを目的とした「体験活動フェスティバ
ル」を企画・実施し、青少年の自主性・社会性・リーダー性を育てる体験活動の促進を図る

学童保育事業費補助金 179,488 94,017 85,471 運営委員会が設置・運営する学童保育所の運営等に対する補助金

子ども広場整備費補助金 7,300 7,300 自治会等が設置・管理する子ども広場の整備に対する補助金

放課後子ども教室推進事業 1,572 1,032 540
地域の多様な方々の参画を得て、小学校の余裕教室等を活用して、子どもの安全な遊び
場、異年齢や地域住民の交流の場を提供する

親と子どもの豊かな育ち事業 1,821 1,821
規範意識の向上、安全安心を柱として、家庭教育講座委託やこどもをまもるいえの設置を
進める

「家庭の日」啓発事業 384 384 0
家族相互の絆を深め、健康で明るい家庭を築いていくため、「家庭の日」の定着を図る啓発
活動を行う

子どもの生活リズム向上事業 1,974 1,974 地域や家庭での生活リズムの向上をめざした事業を実施する

10,346,374 7,843,227 0 4,326 2,498,821

国民健康保険
特別会計

保険給付費 出産育児一時金助成金 151,200 3,600 49,200 98,400 被保険者が出産した際の、出産前後の諸費用と家計負担の軽減のための補助金

151,200 3,600 0 49,200 98,400

10,497,574 7,846,827 0 53,526 2,597,221

事業名会計

一　般　会　計　小　計

一般会計

特　別　会　計　小　計

事業費

教育費

款

合　　　　　計

事　　　業　　　概　　　要
財源内訳



　　　　　　　平　成　23　年　度　　　子　育　て　関　係　事　業　に　つ　い　て
○保育所関係事業 （単位　千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

保育所事務事業費（児童一般分） 2,009,000 836,976 617,716 554,308 民間保育園の措置費

保育所事務事業費（市単民間施設加算） 135,925 10,148 125,777 ３歳未満児の保育機能強化のため、児童数に応じた加算経費

民間保育所運営費補助金 36,400 36,400 正規職員の給与改善及び研修経費に対する補助金

民間保育所園児健康診断料補助金 11,000 11,000 園児の健康診断費用に対する補助金

民間保育所障害児保育事業 2,440 2,440 重度・中度障害児数に応じて行う補助金

民間保育所乳児保育等事業費補助金 15,700 15,700 年度内の乳児数の変動に対応できる、乳児担当保育士の確保のための補助金

民間保育所延長保育事業費補助金 129,131 79,927 49,204
開所時間を超え延長して保育を実施する民間保育所に対する補助金
実施園　　公立１園（中央）、私立２１園

民間保育所一時保育事業費補助金 15,552 9,044 6,508
保護者のパート就労や疾病等に対応するため、一時保育を実施する民間保育所に対する
補助金
実施園　　公立2園（橋北、くす南）、私立１２園

民間保育所特定保育事業費補助金 30,681 4,680 4,859 21,142
３歳未満児を対象に週に２、３日の保育を実施する民間保育所に対する補助金
公立２園（橋北、くす南）、私立１２園

民間保育所休日保育事業費補助金 12,108 1,999 648 9,461
日曜、祝日に働く保護者のために保育を実施する民間保育所に対する補助金
私立２園

民間保育所地域活動事業費補助金 4,000 1,521 2,479 地域の実情に応じた保育事業に対する補助金

家庭支援推進保育事業費補助金 2,442 1,138 1,304 人権保育事業の推進のために行う事業に対する補助金

認可外保育所受入支援事業補助金 8,007 2,056 5,951
保育所での入所を待機する児童や夜間保育を受入れている認可外保育施設及び利用者に
対する補助金

認可外保育施設職員健康診断料補助金 393 216 177 職員健康診断費用に対する補助金

民間保育所整備事業 333,600 170,916 162,684 新設、改築及び耐震化工事に対する補助金

2,746,379 1,118,621 0 623,223 1,004,535

13,243,953 8,965,448 0 676,749 3,601,756合　　　　　　　　　　計

款

一　般　会　計　小　計

一般会計

事業費
財源内訳

事　　　業　　　概　　　要会計 事業名

民生費



（単位　千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

管財課 公共施設ストックマネジメント事業 44,166 28,602 15,564
総合会館の屋上に設置されている空調チラーユニットの更新及び総合会館各階にある誘導
灯のLED型への更新

市民生活課 防犯外灯ＬＥＤ新設補助金 30,000 30,000 自治会が管理する防犯外灯のＬＥＤ灯設置に対する補助金

公共施設ストックマネジメント事業 12,000 10,000 2,000 あさけプラザ図書館空調設備更新工事

あさけプラザ施設整備事業 24,200 20,000 4,200 施設照明改修工事及び太陽光発電設備設置工事

吉崎海岸保全事業 1,000 1,000 吉崎海岸の除草・清掃等の維持管理を市民協働で実施する

次世代環境人材育成事業 3,482 1,124 2,358 国際的な視野に立った環境人材を育成するための青少年等を対象とした研修を行う

新エネルギー導入等促進事業 7,200 7,200 家庭用新エネルギー等設備の設置に対する補助金

中小企業新エネルギー導入等促進事業 55,000 55,000 中小企業への新エネルギー設備等の設置に対する補助金

国際環境協力推進事業 8,380 8,380 本市の公害防止や環境保全に関する経験を環境発展途上国へ移転する

廃棄物対策事業 25,756 3,870 21,886 不法投棄・野外焼却・空地雑草等の監視・指導、不適正処理事案対応

生ごみ処理機購入費補助金 1,800 1,800 市民の生ごみ処理機購入に対する補助金

集団回収活動奨励費補助金 19,100 19,100 住民団体が行う再生資源の集団回収活動に対する補助金

エコステーション設置促進事業費補助金 4,000 4,000
NPOや自治会等が市内小売店舗駐車場等において行う資源ごみの拠点回収に対する補助
金

優良農地復元化事業費補助金 1,500 1,500 荒廃農地の解消を促し、農地の多面的機能の発揮を図る

市民菜園整備事業 600 600
新たな農地の守り手として市民菜園の開設を奨励し、農地の有効活用を図るとともに市民
の自然とのふれあい、憩いの場としての市民菜園のニーズに応える

都市計画課 里山保全事業 3,800 3,800
里山など身近な民有緑地を無償で借り受け、地域住民が市民緑地として整備し、市民へ開
放する

市街地整備・公園課 市民に親しまれる公園ボランティア支援事業 4,000 4,000
都市公園・緑地内の自然環境保全を目的として活動している団体との官民の役割分担を構
築し、活動フィールドの基盤整備等の支援を行う

教育費 教育総務費 教育総務課
教育振興一般経費（指導課）
　〔環境教育の充実〕

2,058 2,058
「四日市の公害」をはじめとする市の環境を具体的に学習する資料及び指導事例集等の整
備・充実や市民ボランティア活用等、四日市の環境の歴史を学び将来への展望を持てるよう
な「環境学習」を推進する

市税 軽自動車税 市民税課 電気自動車に対する税の減免
電気自動車（電気のみを動力とする軽自動車税対象車両）について、環境負荷軽減に寄与
するものとして、軽自動車税を減免する

248,042 0 0 63,596 184,446

農水振興課

平 成 23 年 度 環 境 関 連 施 策 に つ い て

財源内訳

会計 事              業              名所属項

一般会計

総務費 総務管理費

土木費 都市計画費

農林水産業
費

農業費

合　　　　　計

事　　　業　　　概　　　要款 事業費

衛生費

保健衛生費 環境保全課

あさけプラザ

清掃費 生活環境課


